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改善計画の進捗状況に関するお知らせ 

 

  

当社は、名古屋証券取引所より内部管理体制等について不備があり、改善の必要性が高いと認

められたため、 2022年10月15日付で当社株式が特設注意市場銘柄に指定されました。 

その後、内部管理体制の抜本的な改善を推し進め、2023年10月16日付「内部管理体制確認書の

提出に関するお知らせ」に記載のとおり、名古屋証券取引所に同確認書を提出しましたが、2023

年12月8日付「当社株式の特設注意市場銘柄の指定継続に関するお知らせ」に記載のとおり、名

古屋証券取引所より内部管理体制の改善に向けた取組の進捗等について、なお確認する必要があ

るとの判断を受け、特設注意市場銘柄の指定継続がなされました。これを受けて、再度、原因分

析を行い、2024年１月９日付「（開示事項の経過）改善計画・状況報告書(原因の総括と再発防

止策の進捗状況)に関するお知らせ」に記載いたしました「再発防止に向けた改善措置」を計画

通りに実施し、内部管理体制等の改善に向けて取り組みを進めてまいりました。 

そして本日、「内部管理体制確認書の再提出に関するお知らせ」に記載いたしましたとおり、

名古屋証券取引所に内部管理体制確認書を再提出いたしました。 

ここに、改善計画に記載の改善措置及びその実施状況並びに運用状況等を記載した「改善計画

の進捗状況について」を、別添の通り、公表いたします。 

なお、今後、本日提出いたしました内部管理体制確認書に基づき、名古屋証券取引所による審 

査が実施されます。 

 

別添書類：改善計画進捗状況サマリー、 改善計画の進捗状況について 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



◎：完了/運用 ○：実施 ▲：一部未実施/整備中×：不適合/未実施

大項目 中項目 小項目 22/4 22/5 22/6 22/7 22/8 22/9 22/10 22/11 22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11 23/12 24/1 24/2 24/3 24/4 主な施策内容

組織体制の見直し

ー × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年１月 取締役会決議にて執行役員人事の発令・組織改訂の決議

・2023年２月 執行役員人事発令及び組織改定

・2023年９月 「執行役員規程」への明文化

・2024年４月  運用継続中

執行役員会議の開催

ー × × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 執行役員会議の実施

・2023年９月 「執行役員規程」への明文化

・2024年４月  運用継続中

稟議フローの改善

ー × × × × × × × × × × ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年３月 「職務権限規程」「職務権限決裁管理表」の改訂

・2023年４月 新ワークフローシステムの運用開始

・2024年４月  運用継続中

新規取引時の審査項目の見

直し

ー × × × × × × × × × × ▲ ▲ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年４月 新ワークフローシステムの運用に伴い、審査項目の見直しを実施

・2023年６月 「与信管理規程」の改訂

・2023年９月 「取引先管理規程」「反社会的勢力対応細則」「与信管理規程」及び「与信管理マニュアル」に明

       文化

・2024年１月  「反社会的勢力対応規程の細則」の改訂

・2024年４月 運用継続中

契約締結ルールの明確化

ー × × × × × × × × × × ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年４月 新ワークフローシステムの運用に伴い、リーガルチェックの運用開始

・2023年９月 「取引先管理規程」に明文化

・2024年４月 運用継続中

複数回の発注を伴う契約の

総額基準での稟議ルールの

策定 ー × × × × × × × × × × ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年４月 新ワークフローシステムの運用に伴い、想定発注回数（年間ベース）、発注総額を記載できるよう

       に仕様変更

・2023年９月 「取引先管理規程」に明文化

・2024年４月 運用継続中

投資に関わるコンサルティ

ング・アドバイザリー契約

締結の際の手続き厳格化
ー × × × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年５月 新ワークフローシステムの運用に伴い、契約締結申請にその契約が投資に関わるものかどうかを判

       別する欄を実装する仕様に変更

・2024年４月 運用継続中

規程等の見直し

ー × × × × × × × × × × ▲ ○ ▲ ▲ ○ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年３月 取締役会において規程改訂

・2023年６月 取締役会において規程新設・改訂・廃止

・2023年９月 取締役会において規程新設・改訂・廃止

・2023年10月 取締役会において規程新設・改訂・廃止

・2023年11月 取締役会において規程改訂

・2024年１月 取締役会において規程改訂

・2024年２月 取締役会において規程改訂

・2024年３月 取締役会において規程改訂

・2024年４月 取締役会において規程改訂

取締役の体制確認

× × × × × × × × × × ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年３月 社外役員及び社外役員候補者と面談並びにスキルマトリクスの作成

・2023年８月 新任社外役員候補者の面談並びにスキルマトリクスの作成

・2023年９月 「取締役会規程」の改訂

・2024年４月 運用継続中

指名報酬委員会の設置

未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 未設置 設置 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年６月 指名報酬委員会を設置

・2023年７月 指名報酬委員会を開催（初回）

・2023年７月 指名報酬委員会を開催（２回目）

・2023年９月 「指名報酬委員会規程」の改訂

・2024年４月 運用継続中

取締役会議論の活発化

× × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2022年11月 取締役会議事録の運用改訂、取締役会における司会者の任命

・2023年９月 「取締役会規程」に同運用を明文化

・2024年４月 「取締役会規程」の改訂

取締役会事務局機能の

強化 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
・2023年４月 CG委員会の運用変更（決議内容において事務局側で十分な準備を行い、取締役会に臨むことを目的）

・2024年４月 運用継続中

取締役会の運営について

経営監視と業務執行の不分

離

稟議フロー、規程見直し及

び運用改善

取締役会、監査役会運営の

見直し



◎：完了/運用 ○：実施 ▲：一部未実施/整備中×：不適合/未実施

大項目 中項目 小項目 22/4 22/5 22/6 22/7 22/8 22/9 22/10 22/11 22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11 23/12 24/1 24/2 24/3 24/4 主な施策内容

監査役の体制確認

× × × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年１月 監査役候補の選定手続きの開始

・2023年２月 取締役会において監査役候補の内定、常勤監査役候補との業務委託契約の締結

・2023年３月 監査役候補と面談

・2023年５月 臨時取締役会にて常勤監査役、非常勤監査役の選任決議

・2024年４月 運用継続中

監査役とのコミュニ

ケーションの活発化 × × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
・2023年２月 常勤監査役候補者の出社開始

・2024年４月 運用継続中

監査役監査の充実

× × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 常勤監査役候補者の出社による日常的な意見交換の開始、重要な会議体への出席開始

・2023年４月 ワークフローシステムにて常勤監査役の稟議閲覧ができる体制を整備

・2024年４月 運用継続中

投資に対する方針変更

ー ー × × × × × × × × × × ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年３月 定時取締役会において、「職務権限規程（職務権限決裁管理表）」において運用を目的とした投資

       は、今後一切行なわないという方針を明記した改定規程を決議

・2023年６月 取締役会において、投資に対する方針を追記した「取締役会規程」の改定規程を決議

・2023年９月 取締役会において、「執行役員規程」並びに「職務権限規程」において、運用を目的とした投資は

       今後行わないことを明記

・2024年４月 運用継続中

社外役員選任基準の策定

ー ー × × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 取締役会において、「株式会社オウケイウェイヴ 社外役員選定基準」を決議

・2023年３月 「株式会社オウケイウェイヴ 社外役員選定基準」をもとに、社外役員との面談を実施

・2024年４月 運用継続中

内部監査体制等の見直し

ー × × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 内部監査室の独立

・2023年４月 ワークフローシステムにて内部監査室の稟議閲覧ができる体制を整備

・2023年９月 三様監査実施

・2024年４月 運用継続中

CG委員会の運営の見直し
ー ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年４月 CG委員会の運用変更（決議内容において事務局側で十分な準備を行い、取締役会に臨むことを目的）

・2024年４月 運用継続中

開示人員の拡充

ー × × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 経理財務マネージャーの採用、経営管理担当執行役員の就任

・2023年５月 適時開示担当者の復職

・2024年４月 運用継続中

適時に抜け漏れのない開示

ができる仕組み
ー × × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 適時開示の抜け漏れがない仕組みを形成する上で、当社では議案収集リストに、開示必要可否を追加

       する運用を開始

・2024年４月 運用継続中

役員、従業員に対する研修

ー × × × × × × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年６月 経営管理部の従業員による東証セミナーの参加

・2023年６月 全従業員のe-ラーニングによる研修の実施

・2024年４月 運用継続中

リスクコンプライアンス委

員会の運営の見直し

ー × × × × × × × × × × × × × ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年５月 リスクコンプライアンスメンバーの確定や委員会の再開についての議論を実施

・2023年６月 「リスクマネジメント規程」「コンプライアンス規程」を改訂、初回のリスクコンプライアンス委員

       会の開催（以降毎月実施）

・2023年10月 個別具体的リスクに関する議論を開始

・2023年12月 主要リスクについて毎月定期確認を開始

・2024年４月 運用継続中

コンプライアンス研修の実

施 ー × × × × × × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
・2023年６月 各種研修の実施、小テストの実施

・2024年４月 運用継続中

内部通報制度の再運用

ー × × × × × × × × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年１月 社内窓口を経営管理部門担当執行役員、社外窓口とし顧問社労士に委託

・2023年６月 従業員向けの周知を全体会にて実施

・2023年８月 社内コミュニケーションツールである「teams」において、社内窓口と社外窓口の連絡先を明記

・2024年４月 運用継続中

個人アカウント利用禁止の

徹底 ー × × × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 個人アカウントの利用禁止について「機密情報管理規程」において明文化

・2023年５月 常勤役員、従業員には法人用PC、スマホの配布

・2024年４月 運用継続中

コンプライアンス意識の継

続的向上

監査役会の運営について

内部監査、CG委員会の実効

性の担保

開示体制の充実化、リテラ

シーの向上



◎：完了/運用 ○：実施 ▲：一部未実施/整備中×：不適合/未実施

大項目 中項目 小項目 22/4 22/5 22/6 22/7 22/8 22/9 22/10 22/11 22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11 23/12 24/1 24/2 24/3 24/4 主な施策内容

経営陣と従業員間の風通し

のよい社内文化の形成
ー ー × × × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年６月 代表取締役社⾧による面談の実施、執行役員会議での情報の吸い上げを実施

・2023年７月 全体会でフィードバックを実施（第1回）

・2024年２月 全大会でフィードバックを実施（第2回）

・2024年４月 運用継続中

管理部門の体制強化 ー ー × × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・2023年２月 経理財務マネージャーの採用、経営管理担当執行役員の就任、内部監査室の独立

・2023年５月 適時開示担当者の復職

・2024年４月 運用継続中

子会社管理方法、ルールの

明確化
ー ー ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・2022年９月 OKFUNDの清算決議（現在手続き中）

・2023年11月 OBCの株式譲渡を完了

・2024年４月 OKfincおよびOKW USAについては株式譲渡もしくは清算へ向けた手続き中

責任追及 ー ー × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・元役員、取引先、関係者への責任追及を実施中
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改善措置及び改善措置の実施状況 

2023 年２月 14 日に開示いたしました「改善計画・改善状況報告書の公表に関するお知らせ」に記載の改善措置

の内容及びその実施状況並びに運用状況は以下の通りです。 

 

１ 経営監視と業務執行の不分離 

今回の事態を招いた原因のひとつとして、2023 年２月 14日に開示いたしました「改善計画・改善状況報告書の

公表に関するお知らせ」の「(3) 原因分析」に記載しましたとおり、本来は、経営を監視するべき立場の代表取締

役、管理部門担当取締役、社外取締役が、本件投資を主導し、取締役会に適切な情報を提供せず、十分な議論を経

ないまま、半ば強引に進めてしまったことがあげられます。また、当社ではすでに、執行役員制度を導入しており

ましたが、2021 年６月にソリューション事業売却後は、管理部門担当の執行役員が不在となり、管理部門担当取

締役が兼任することとなりました。そのため、本件事案を進める管理部門担当取締役と、管理部門担当の執行役員

が同一となり、十分な議論を経た情報が取締役会に上程されておりませんでした。このように、経営監視と、業務

執行が分離されていなかったことも原因と考えられます。これらに対する再発防止策として、改めて執行役員制

度を再運用し、経営監視と業務執行を明確に分離することが必要であると考えております。 

 

(1) 組織体制の見直し 

【改善策】 

経営の監視と執行を明確に分離するために、2023 年２月を目処に、執行役員制度の運用を再度徹底するべく、

執行役員人事を発令いたします。取締役との兼務は、全社の執行を担当する代表取締役社長のみとし、各部門の

担当執行役員は、担当部門の執行に専念し、取締役は兼務いたしません。執行役員の配置としましては、営業部

門担当執行役員を、従前のソリューション事業部長とし、開発部門担当執行役員を、開発本部本部長とし、管理

部門担当執行役員は、経験のある新任者を社内より配置します。また、取締役会については、社内取締役は、代

表取締役社長の杉浦のみとし、他は社外取締役で構成し、2022 年８月以降の体制を継続し、牽制の効いた機関

設計といたします。 

 

実施時期の目安：2023 年２月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

当社は、2023 年１月 18 日の取締役会にて 2023 年２月 1 日付で、人事発令及び組織改訂を行っております。

今回の人事については、過去の反省を踏まえたもので、改めて執行役員を選任し業務執行における権限と責任を

持ち、取締役会が果たすべき経営監視機能との分離を図ること、経営管理部長と兼務状態になっていた内部監査

室長を分離し、独立部門とし、適切な牽制が働く仕組みとしております。同時に組織の見直しを行い、現状の従

業員数に合わせた組織とし、機動性を高めることを目的として組織の改訂を実施いたしました。 

また、取締役との兼務は、全社の執行を担当する代表取締役社長のみとし、各部門の担当執行役員は、担当部

門の執行に専念し、取締役は兼務しない体制としております。 

取締役会については、社内取締役は、代表取締役社長の杉浦のみとし、他は社外取締役で構成し、2022 年８月

以降の体制を継続し、牽制の効いた機関設計を現在も継続しております。 

当該人事発令、組織改訂については、2023 年１月 18 日に開催した、当社全体会にて全従業員に周知を実施し

ております。 

また、2023 年９月 15 日の取締役会において、「執行役員規程」を改訂しており、「代表取締役社長のみ、取締

役として執行役員を兼任できるものとする」と明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

2024 年４月時点におきましては、これまで通りの運用を継続しております。今後も適宜組織体制の見直

しを行い、同運用を継続してまいります。 
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(2) 執行役員会議の開催 

【改善策】 

執行役員が参加する執行役員会議を月に１度開催いたします。執行役員会議では、別途定める権限に従っ

て、経営の執行に関する事項を決定いたします。原則、取締役会開催よりも前に開催し、権限に応じて、執

行役員会議で決定した内容をさらに取締役会で決議する流れとなります。執行役員会議は、ソリューション

事業の売却前には存在しておりましたが、売却後は、執行役員を取締役が兼務する形となり、開催されなく

なっており、改めて当会議を開催し、執行役員メンバーが経営執行を担ってまいります。参加メンバーは、

代表取締役社長、常勤監査役、各部門担当執行役員、内部監査室長を予定しております。 

 

実施時期の目安：2023 年２月中 

 

これに伴い、後述いたしますが、関連規程「執行役員規程」、「業務分掌規程」、「職務分掌規程」の見直し

も行います。 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

執行役員が参加する執行役員会議を月に１回開催する運用については、改めて弊社の会議体の見直しを行うな

かで、従前より毎週開催していたマネジメント会議を、執行役員会議として開催する運用としております。同会

議は、2023 年２月 22日より実施を行っており、後述「(4) b (f) 規程等の見直し」に記載のとおり改訂・見直

しを行った、「執行役員規程」「業務分掌規程」及び「職務分掌規程」の権限に従って、経営の執行に関する事項

を決定しております。 

執行役員会議は、代表取締役社長、常勤監査役、各部門担当執行役員、内部監査室長が参加をしており、現在

毎週月曜日の週次で開催する運用としております。 

また、2023 年９月 15 日の取締役会において、「執行役員規程」を改訂しており、「執行役員会議で決定した内

容をさらに取締役会で決議」ならびに「取締役会は、「職務権限決裁管理表」に応じて執行役員会議で決定した

事項をさらに決議するものとする。」する旨と執行役員会議の参加者について、明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

株式会社名古屋証券取引所より、2023 年 12月 8日付発表されました「特設注意市場銘柄の指定継続のお知ら

せ」（以下、「特注指定継続のお知らせ」といいます）において、指定継続の理由としてご指摘いただきました、

「執行役員会の審議手続きの運用徹底」につきましては、従前より取締役会開催の 1 週間前に、代表取締役社

長、執行役員、常勤監査役、内部監査および、事務局間で当月の定時取締役会での議題についてピックアップし、

取締役会へ議題候補の連絡をしておりますが、そこでピックアップされた議題については、漏れなく執行役員会

で議論されるように、毎週の執行役員会のアジェンダに取締役会での議題候補を記載し、取締役会の開催前に、

もれなく審議されるように改善し、現在も運用しております。 

これらの改善を含めまして、執行役員会議の運用は定着しており、適宜改善を行いながら、同運用を継続してま

いります。 
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２ 稟議フロー、規程見直し及び運用改善 

本件投資を初回投資の段階で止めることができず、その後、投下資金が月を追うごとに増加していったにもか

かわらず、取締役会において承認し続ける結果となった背景には、業務執行を兼ねていた取締役自身が案件を主

導し、推進し、情報をコントロールしたことによるものが大きいと考えております。もし、最初の初回投資の段

階から、執行サイドから稟議があがりそれを、法務部門や顧問弁護士、監査役や内部監査部門を始め多くの目で

見た上でそのまま、取締役会に上程されていたとしたら、取締役会に多くの情報や意見が集約され、本来あるべ

き取締役会の牽制機能が働き、初回投資は仮に実行されたとしても、本件投資もここまで投資金額が膨らむこと

はなかったのではないかと思われます。また、本件事案においても、財務アドバイザリー契約締結時、LP契約締

結時、本件増資引き受け時、本件海外送金時、いずれにおいても、その内容等について十分な検討・評価がなさ

れておりませんでした。そのため、案件の実行にあたっては必ず、稟議の仕組みに乗せ検討実施するよう徹底い

たします。稟議フローの見直し、必要な規程の改訂ならびにその運用を徹底する必要があると考えております。 

 

(1) 稟議フローの改善 

【改善策】 

現在、稟議の仕組みとして、ワークフローシステムが存在しておりますが、ソリューション事業売却後、執行

役員体制が形骸化し、経営管理に関わる承認者が取締役と同一となり、稟議の仕組みが十分機能していない状態

になっていたため、その仕組みを見直し、運用を徹底いたします。具体的には、現在、稟議の仕組みとして、「楽

楽シリーズ」というワークフローシステムをすでに導入しております。この仕組みを利用して、ワークフローと

してあげるべき申請、稟議の整理、申請者、承認経路、承認権限の見直しを実施し、運用の徹底を図ります。ワ

ークフローの申請者が承認者にならないようにするのと同時に、内部監査、監査役も承認経路に加わることで、

担当執行役員が部下に申請を指示し、外形上自己稟議でないように見せたとしても、牽制が働くように仕組みを

構築いたします。これにより、案件の発議にあたっては、ワークフローによって稟議しなければならなくなり、

当社フォーマット以外の契約書の締結や、通常の営業活動以外の案件を上程する際は、ワークフローの申請受付

の際に、法務部門や顧問弁護士、監査役や内部監査部門会計監査人の意見を必要とし、その申請書そのものが取

締役会に回付される仕組みとなり、稟議の過程で出された意見がすべて取締役会に伝わるようにいたします。 

 

実施時期の目安：2023 年４月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

稟議の仕組みの改善にあたり、当社では「職務権限規程」「職務権限決裁管理表」の見直しを行いました。具

体的には、不足していた項目を追加、現行の組織に合わせて承認ルート及び権限に関する見直しを実施いたしま

した。また、職務権限決裁管理表内の、資産運用の項目において、「元本割れのないもの以外の資産運用は今後、

一切行わないこととする。」旨を明記いたしました。同規程は、後述「(4) b (f) 規程等の見直し」に記載のと

おり、2023 年３月 15日に実施した定時取締役会において改訂を行いました。 

また、上記「【改善策】」において、「現在、稟議の仕組みとして、「楽楽シリーズ」というワークフローシステ

ムをすでに導入しております。この仕組みを利用して、ワークフローとしてあげるべき申請、稟議の整理、申請

者、承認経路、承認権限の見直しを実施し、運用の徹底を図ります。」と記載をしておりましたが、改めて当シ

ステムにおける今後の運用を検討し、現在のワークフローシステムはメンテナンス性が悪く、費用も高いとの結

論にいたり、2023 年３月 30 日の執行役員会議にてワークフローのシステムをリニューアルすることを決定いた

しました。同システムの全体での運用は 2023 年４月 28 日より開始しており、同システムにワークフローが変更

したことについては、2023 年４年 28日に全従業員に周知しております。 

ワークフローの承認経路については、あるべき承認経路の決定（内部監査、監査役、取締役会を追加する等）を

行っており、内部監査、監査役はいつでもすべてのワークフローを確認できるようにいたしました。また、執行

役員会、取締役会のルートを追加しております。これらの取り組みにより、案件の発議にあたっては、ワークフ

ローによって稟議しなければならなくなり、当社フォーマット以外の契約書の締結や、通常の営業活動以外の案

件を上程する際は、ワークフローの申請受付の際に、法務部門や顧問弁護士、監査役や内部監査部門の意見を必
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要とし、その申請書そのものが取締役会に回付される仕組みとなり、稟議の過程で出された意見がすべて取締役

会に伝わるようなっております。 

また、2023 年９月 15日の取締役会において、案件の発議は稟議によるものでなければならないこと、稟議申請

の申請者が承認者にならない等の明文化を「決裁管理規程」において行っております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

「特注指定継続のお知らせ」において、指定継続の理由としてご指摘いただきました、「稟議手続きの規程に

則った運用徹底」につきましては、ワークフローの記載項目を見直し、急ぎ対応が必要で、ワークフローで最終

承認前に発注を行うようなケースの場合には、事前に権限者より承認を受けていることと、その理由を明記する

ことを必須といたしました。また、権限者はワークフロー上のコメントで、事前に承認を行っていることを記載

するようにいたしました。この対応により、常勤監査役、内部監査がワークフローのチェックの際に、事後稟議

の有無を判別しやすくなっております。これらの改善を含めまして、稟議フローの改善につきましては、新ワー

クフローでの運用が定着しておりますので、必要に応じて適宜、改善を加えながら運用を継続してまいります。 
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(2) 新規取引時の審査項目の見直し 

【改善策】 

現在、新規取引時に、ワークフローで新規取引申請をあげる運用を実施しておりますが、その際の審査項目の

見直しを実施したいと考えております、すなわち与信管理及び反社チェックの強化であります。具体的には、与

信管理については、これまで TDB の評点による確認はしていたものの、その評点に応じて明確な取引額の基準を

もうけておらず、管理部門担当取締役が、経営管理部長を兼務し、またその経営管理部長の判断に一任されてお

りましたので、評点の範囲による取引金額の基準を明確にいたします。反社チェックにおいては、これまで G-

search による検索を行っていましたが、これに加えて、日経テレコン、Google 検索によるチェックも追加いた

します。また、必要と判断した場合には、外部信用調査会社による調査も実施いたします。 

 

新規取引申請及び与信、反社チェックの流れとしましては： 

担当者（申請）→担当部門上長（承認）→総務（受付、与信、反社チェック実施）→経営管理担当執行役員（新

規取引承認）→社長（承認）→内部監査（確認）→総務（口座登録）→経理財務マネージャー（確認、以降モニ

タリング）→監査役（確認） というフローを想定しております。 

 

また、債権管理につきましては、与信管理も含め月次のモニタリングを経理財務マネージャーが担当し、必要

な証憑の確認、要請、与信限度額の変更を申請し、経営管理担当執行役員が承認する仕組みといたします。 

 

実施時期の目安：2023 年４月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

審査項目の見直しについては、上記に記載のとおり与信管理ならびに反社チェックの強化を実施しておりま

す。 

与信管理における取引額の基準については、評点の範囲による取引金額の基準を帝国データバンクまたは東京

商工リサーチの評点のいずれかを基準として設定しております。 

 

【評点基準】 

帝国データバンク評点 東京商工リサーチ評点 与信限度額 

86点以上 80点以上 制限なし 

66点から85点 65点から79点 

100万円まで 

51点から65点 50点から64点 

47点から50点/D1 47点から49点/W 

44点から46点/D2 44点から46点/X 

40点から43点/D3 40点から43点/Y 

40点未満/D4 40点未満/Z 

掲載なし 掲載なし 

 

反社チェックにおいては、これまで G-search による検索を行っていましたが、これに加えて、日経テレコン、

Google 検索によるチェックも追加しております。また、必要と判断した場合には、外部信用調査会社による調

査も実施する運用といたしました。 

新規取引申請及び与信、反社チェックのフローとしては、前述の「２ (1) 稟議フローの見直し」に記載のと

おり、新ワークフローシステムの導入のタイミングで、実運用を改訂しており、上記に記載のとおり以下のフロ

ーでの運用を 2023 年４月 28 日より運用しております。なお、「与信管理規程」については、ドラフトベースで

改訂しておりましたが、当社においてその他の規程改訂のタイミングと合わせて、2023 年６月 21日に改訂を行

っております。 

担当者（申請）→担当部門上長（承認）→総務（受付、反社チェック実施）→担当者の所属部署の執行役員→
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経理マネージャー（与信チェック実施）→総務マネージャー（承認）→経理（取引先マスタ登録）→経営管理担

当執行役員（新規取引承認）→代表取締役社長（承認）→内部監査（確認）、監査役（確認） というフローで

実施しております。 

債権管理につきましては、与信管理も含め月次のモニタリングを経理財務マネージャーが担当しております。

月初に、入金状況を確認し未入金があった際には速やかに事業部門へ確認し入金予定を確認しております。また、

与信限度額申請の必要が生じた場合には、与信限度額の変更を申請し、経営管理担当執行役員が承認する仕組み

としております。また、2023 年９月 15 日の取締役会において、上記事項について「取引先管理規程」「反社会的

勢力対応細則」「与信管理規程」及び「与信管理マニュアル」に明文化しております。 

 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

2024 年１月 18日開催の取締役会において、反社チェックの方法について、従来の G-search、日経テレコン、

Google 検索を個別に行う方法より変更し、バックグランドチェックサービスを提供する企業が開発した、統合

検索ツールの利用を決議し、1度の検索で網羅的にこれまでと同様の検索結果が得られるようになり、効率性が

向上いたしました。また、同日付で、上記内容を反映させた、反社会的勢力対応規程の細則（反社会的勢力対応

細則）の改訂を決議、施行しております。さらに、新規取引申請フローの見直しを行い、遅くとも 2日以内に回

付が完了するようにいたしました。また、受注するのに必要な登録番号の付与をフローの最後に移動し、承認完

了後に受注登録や取引先登録可能となる仕組みといたしました。新規取引時の審査項目の見直しにつきまして

は、すでに運用が定着しておりますので、必要に応じて適宜、改善を加えながら運用を継続してまいります。 
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(3) 契約締結ルールの明確化 

【改善策】 

契約締結時に、当社フォーマット以外の契約書での締結の際には、必ず顧問弁護士のリーガルチェックを入

れ、そのチェック結果を残した上で、契約締結に進むといった、具体的な手順について社内ルールを明確化いた

します。 

 

実施時期の目安：2023 年４月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

2023年４月 30日より、契約締結申請の必要稟議項目の確定（当社フォーマットか否か、弁護士チェック済か

否か等）について、現在当社にて運用しているワークフローのシステムにおいて実装いたしました。これにより、

契約締結時において、当社フォーマット以外の契約書での締結の際には、必ず顧問弁護士のリーガルチェックを

入れ、そのチェック結果を残した上で、契約締結に進む運用がなされております。また、2023 年９月 15 日の取

締役会において、上記事項を「取引先管理規程」に明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

新規取引開始時の審査項目見直しについては、すでに実施済であり、運用が定着しておりますので、必要に応

じて適宜、改善を加えながら運用を継続してまいります。 

 

(4) 複数回の発注を伴う契約の総額基準での稟議ルールの策定 

【改善策】 

契約自体はひとつとしても、複数回にわたって発注することが予定されている契約を締結する際には、稟議項

目に、総発注予定回数と総発注金額を記載するようにし、総額を基準に職務権限規程に則り、決裁を行う仕組み

といたします。 

 

実施時期の目安：2023 年４月中 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

2023 年４月 30 日より、ワークフローシステムにて想定発注回数（年間ベース）、発注総額を記載できるよう

に仕様変更しております。また、後述「b (f) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023年９月 15日の取締役会

において、「購買管理規程」の第９条に「【改善策】」に記載の内容について明記することで、当該「【改善策】」

ならびに現在の仕様について明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

複数回の発注を伴う契約の総額基準での運用につきましては、すでにワークフローシステム内で、総額での申

請をルール化しており、運用が定着しておりますので、必要に応じて適宜、改善を加えながら運用を継続してま

いります。 
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(5) 投資に関わるコンサルティング・アドバイザリー契約締結の際の手続き厳格化 

【改善策】 

投資に関わるコンサルティング・アドバイザリー契約を締結する際、すべての該当する契約について、必ず、

顧問弁護士のレビューを得た上で、内部監査、監査役も、顧問弁護士のレビューとともに、内容を確認し、CG 委

員会でのチェックを経た上で、取締役会での決議を必要とする仕組みにいたします。 

 

実施時期の目安：2023 年４月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

2023 年５月 18日より当社のワークフローシステムにおいて、契約締結申請にその契約が投資に関わるものか

どうかを判別する欄を実装する仕様に変更しております。それによって投資に関わるコンサルティング・アドバ

イザリー契約を締結する際、すべての該当する契約について、必ず、顧問弁護士のレビューを得ることとし、執

行役員会議で検討の際、会議に参加している内部監査及び常勤監査役も、契約に至る経緯や紹介ルート、役務提

供の内容とフィーの妥当性等の契約内容を確認することといたしました。その後、CG 委員会でのチェックを経

た上で、取締役会での決議を必要とする仕組みといたしました。 

なお、実施時期の目安が 2023年４月中となっているなか、2023 年５月に延長した理由としては、弊社改善策

をワークフローのシステムに実装する中で実装順序の都合上、2023 年５月となったからであり、検討について

は 2023年４月中に完了しておりました。 

なお、2023 年 10月時点において、投資に関わるコンサルティング・アドバイザリー契約は、該当はありません。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

投資に関わるコンサルティング・アドバイザリー契約締結の際の手続き厳格化につきましては、ワークフロー

での仕組み化が出来ており、運用が定着しておりますので、必要に応じて適宜、改善を加えながら運用を継続し

てまいります。なお、2024 年４月時点において、コンサルティング・アドバイザリー契約を１社と締結しており

ますが、適切なプロセスを経て決定しております。 
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(6) 規程等の見直し 

【改善策】 

稟議フローの見直しに伴い、必要な規程の改訂を行います。具体的には、「決裁管理規程」、「職務権限規程」、「与

信管理規程」を改訂いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年３月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

規程の改訂については、2023 年２月より改訂する規程の洗い出しを実施しております。その後以下の規程の

改訂を実施しております。 

 

2023 年３月 15 日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

職務権限規程（職務権限表） 現行の組織に合わせて権限内容を見直すとともに、項

目を見直し不足しているものを追加しました 

― 

会議体規程 必要な会議体を追加しました ― 

 

2023 年６月 21 日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

定款 発行可能株式総数の変更のため 改訂 

取締役会規程 組織の現状に合わせて変更 改訂 

監査役会規則 監査役交代により、全体の見直しを図ったため 新規 

監査役監査基準 監査役交代により、全体の見直しを図ったため 新規 

予算管理規程 組織図に合わせて変更 改訂 

職務権限規程 組織の現状に合わせて変更 改訂 

職務権限決裁管理表 

組織の現状に合わせて変更 

また投資に関する決定については元本割れする可

能性の 

ないもの以外は廃止 

改訂 

決裁管理規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

決裁手順細則 現行組織に合わせて変更 改訂 

業務分掌規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

業務分掌表（別表） 現行組織に合わせて変更 改訂 

関係会社管理規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

事業継続規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

アルバイト就業規程_ 

第Ⅰ部(有期契約従業員) 

現行組織に合わせて変更 改訂 

アルバイト就業規程_ 

第Ⅱ部(無期契約従業員) 

現行組織に合わせて変更 改訂 

文書管理規程 別表改訂に伴い変更履歴を残したのみ 改訂 

保管文書一覧表（別表） 現行組織に合わせて変更 改訂 

販売管理規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

経理規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

取引先管理規程 現行組織に合わせて変更 改訂 
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規程名 改訂理由 備考 

与信管理規程 与信額を決定し、現行の組織に合わせて、見直し 改訂 

外部委託管理規程 
委託先の管理台帳、監査に関するものは削除 

それに伴う条項数番号の修正 

改訂 

内部者取引管理規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

リスクマネジメント規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

コンプライアンス規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

従業員持株会規程 現行組織に合わせて変更 改訂 

役員持株会規程 2022 年 10月に解散したため廃止 廃止 

給与に関する細則 現行の運用に合わせて改訂 改訂 

セクシャルハラスメント等防止 

に関する細則 

相談窓口の詳細を明記 改訂 

内部通報制度に関する細則 相談窓口の詳細を明記 改訂 

出張旅費に関する細則 宿泊料限度額は現在の社会情勢に合わせ増額" 改訂 

反社会的勢力対応細則 現状に則した変更 改訂 

従業員持株会の運営に関する細則 現住所に変更 改訂 

会社理念等に関する細則 現状に則していないため廃止 廃止 

専門業務型裁量労働制に関する細則 現状に則していないため廃止 廃止 

企画業務型裁量労働制に関する細則 現状に則していないため廃止 廃止 

企画業務型裁量労働制労使委員会の 

運営に関する細則 

現状に則していないため廃止 廃止 

災害補償に関する細則 任意保険は解約したため廃止 廃止 

傷病補償に関する細則 任意保険は解約したため廃止 廃止 

常勤役員死亡弔慰金・ 

高度障害見舞金に関する細則 

現状に則していないため廃止 廃止 

事業場外労働時間制に関する細則 2022 年 10月に解散したため廃止 廃止 

役員持株会の運営に関する細則 現状に則していないため廃止 廃止 

 

また、2023 年７月より外部コンサルティング会社の支援のもと本事案に関わる再発防止策を盛り込んだ規程改

訂や、実際と運用と規程の乖離状況の検討を実施、その結果 2023 年９月 15日ならびに 2023 年 10 月 16 日に以

下の規程を改訂しております。 

 

2023 年９月 15 日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

取締役会規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

監査役会規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

監査役監査基準 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

予算管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

組織規程 現行の組織形態に合わせて適切に修正するため 改訂 

職務権限規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

職務権限決裁管理表 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

決裁管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

決裁手順細則 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 
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規程名 改訂理由 備考 

業務分掌規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

業務分掌表（別表） 現行の組織形態に合わせて適切に修正するため 改訂 

関係会社管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

内部監査規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

会議体規定 現行の組織形態に合わせて適切に修正するため 改訂 

会議一覧 現行の組織形態に合わせて適切に修正するため 改訂 

執行役員会議規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

執行役員規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

内部統制システムに係る 

監査の実施基準 

再発防止策に関連する内容の明文化のため 
新設 

社外役員の選定基準 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

役員規程（新設） 再発防止策に関連する内容の明文化のため 新設 

内部通報制度に関する細則 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

知的財産管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 新設 

文書管理規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

保管文書一覧表 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

機密情報管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

反社会的勢力対応規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

反社会的勢力対応細則 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

購買管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

販売管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

経理規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

取引先管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

与信管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

与信管理マニュアル 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

投資先管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

適時開示規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 新設 

適時開示マニュアル 再発防止策に関連する内容の明文化のため 新設 

FD ルールマニュアル 再発防止策に関連する内容の明文化のため 新設 

規程等管理規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

社内規程一覧表（別表） 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

内部者取引管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

リスクマネジメント規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

コンプライアンス管理規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

コーポレートガバナンス委員会規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 

指名・報酬委員会規程 再発防止策に関連する内容の明文化のため 改訂 
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2023 年 10月 16日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

業務分掌表(別表) 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

予算管理規程 中期経営計画に関する記載の追記 改訂 

出張旅費に関する細則 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

慶弔見舞金に関する細則 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

職務発明に関する細則 知的財産規程の新設に伴う、文言追加 改訂 

テレワーク勤務に関する細則 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

テレワーク勤務における 

セキュリティガイドライン 

全社に告知する運用の追記。 改訂 

情報資産管理規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

パブリッククラウド・ファイル 

転送サービス利用に関するルール 

規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

経理規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

固定資産管理規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

取引先管理規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

内部統制システムの整備に 

関する基本方針 

規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

内部者取引管理規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

反社会的勢力対応規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

反社会的勢力対応細則 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

リスクマネジマント規程 別紙「投資に関するリスクの管理方法」の追記 改訂 

情報システム管理規程 規程と運用の乖離を是正する修正 改訂 

事業継続規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

執行役員会議規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

文書管理規程 規程に誤字があったため、誤字修正 改訂 

印章管理規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

入退室管理規程 規程に誤字があったため、誤字修正 改訂 

与信管理規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

与信限度管理マニュアル 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

FD ルールマニュアル 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

個人情報取扱規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

特定個人情報等取扱規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

個人番号(マイナンバー) 

事務マニュアル 

他の規程と整合するため用語変更 改訂 

コーポレートガバナンス委員会規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

情報セキュリティインシデント規程 各項の番号の修正 改訂 

ISMS 運用規程 他の規程と整合するため用語変更 改訂 

指名・報酬委員会規程 規程に誤字があったため、誤字修正 改訂 
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【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

以下の改訂を実施しております。 

2023 年 11月 24日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

外部委託管理規程 前回見直しを行った際に本来は残しておくべき箇所

を削除していたことが、今回確認して明らかになった

ため、再度元に戻す変更 

改訂 

 

2024 年１月 18 日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

反社会的勢力対応細則 反社チェックのシステムの変更に際して、規程に反映 改訂 

 

2024 年２月 22 日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

情報システム管理規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

 

2024 年３月 14 日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

ストレスチェック制度実施規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

文書管理規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

情報資産管理規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

決裁手順細則 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

保管文書一覧表（別表） 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

反社会的勢力対応細則 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

 

2024 年４月２日の取締役会にて改訂した規程 

規程名 改訂理由 備考 

取締役会規程 現行の運用と乖離が生じていたため 改訂 

 

規程の見直しにつきましては、定期的に見直しを実施するとともに、組織改編や事業成長に合わせて改訂してま

いります。 
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３ 取締役会、監査役会運営の見直し 

本件投資を止められなかった原因として、取締役会、監査役会が判断するのに十分な情報が伝えられなかった

こともありますが、本件投資を主導した取締役らに運営を掌握され、それぞれの機関の運営姿勢が消極的であっ

たことも要因のひとつと考えられます。そのため、取締役会、監査役会の運営について、以下の見直しを図りま

す。 

 

(1) 取締役会の運営について 

取締役会の運営の改善に当たっては、以下の４点を考えております。 

 

① 取締役の体制確認 

【改善策】 

一点目は、取締役会メンバーが備えるべきスキルを備えた体制にするということであります。具体的には、コ

ーポレート・ガバナンスコードに則り、2023 年２月をめどに、経営管理部門担当執行役員がスキルマトリクス

を作成し、あるべき姿と現状のギャップを把握した上で、対応策を検討し現在の取締役ではスキルの確保がどう

しても困難な場合には、2023 年６月期第４四半期中に、新たに臨時株主総会を招集し取締役を選任する等、そ

のスキルを持つ人材を確保したいと考えております。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

スキルマトリクスにつきましては、2023年３月 27日に社外役員及び社外役員候補者と面談を実施し作成して

おります。それぞれの評価概要については以下のとおりであります。 

 

役員 評価概要 

杉浦代表取締役社長 当社の創業メンバーの１人であり、経営を引き継ぎ、当社の事業を再び成長へ

導くべく活動している。また、資金調達も実現し、財務面でも強みを発揮してい

る。混乱しがちな社内組織も、パーパスを設定し、ひとつにまとめ上げる等、組

織開発面においても貢献している。以上の点より、スキルマトリクスでは、経営

全般、事業開発、財務会計、人事・組織開発に強みがあると判断した。 

工藤取締役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。上場企業をはじめ として、IT

サービス企業で長年、事業部門、技術部門の幹部を務める等、営業、事業開発、

において強みを持つ。スキルマトリクスでは、営業マーケ、事業開発に強みがあ

ると判断した。 

山本取締役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。弁護士として企業法務の経験が

長く法務の観点からリスクマネジメントに長け、内部統制においても、深い知

見を持つ。スキルマトリクスでは、法務・リスマネ、ガバナンス・内部統制に強

みがあると判断した。 

倉持取締役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。コンサルティング企業での組織

開発コンサルティングの経験があり、人事・組織開発面において強みを持つ。ス

キルマトリクスでは、人事・組織開発に強みがあると判断した。 

宮本取締役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。自身でも事業を営んでおり経営

経験があり、分野はことなるものの、営業、マーケティング面でも知見がある。

スキルマトリクスでは、経営全般、営業・マーケティングに強みがあると判断し

た。 

山田監査役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。弁護士として企業法務の経験が

長く、非常に細かく当社のリスクについてこれまで幾度となく指摘されており、
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役員 評価概要 

監査役として重要な役割を果たしている。スキルマトリクスでは、法務・リスマ

ネ、ガバナンス・内部統制に強みがあると判断した。 

加藤監査役（当時は候補） 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。監査役経験、特に、上場 ITサー

ビス企業での監査役経験が長く、当社のステージにマッチしており、あるべき

ガバナンス体制を構築するために、日々指導してくれている。スキルマトリク

スでは、財務会計、ガバナンス・内部統制に強みがあると判断した。 

長尾監査役（当時は候補） 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。当社の役員陣の中で、唯一の公

認会計士として（当時）、数字面でのチェックや内部統制面で、監査役としてア

ドバイスをいただいている。また、自身も会社経営をしていることから、スキル

マトリクスでは、経営全般、財務会計、ガバナンス・内部統制に強みがあると判

断した。 

 

 

 

 

なお、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日の取締役会において、「取締役会規

程」の改訂を行っており、「取締役会規程」においても、「経営管理部門担当執行役員が取締役のスキルマトリク

スを作成し、取締役会メンバーのあるべき姿と現状の乖離を把握」する旨を追記しております。 

また、2023 年９月 28 日実施の定時株主総会において、新たに選任した以下の役員につきましては、関氏につ

いては、2023 年８月 17 日に、中村氏については、2023 年８月 22日に面談を実施し、スキルマトリクスを作成

しております。それぞれの評価概要については以下のとおりであります。 
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役員 評価概要 

関社外取締役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。公認会計士の資格を有し、長年

にわたり監査業務に携わってきたことから財務会計分野 

における深い知見を持ち、また内部統制及びコーポレート・ガバナンス分野に

おいても、上場企業の監査役を務める中で培われた豊富な経験に基づく有用な

助言と、当社のガバナンス体制強化への貢献が期待できる。スキルマトリクス

では、財務会計、ガバナンス・内部統制に強みがあると判断した。 

中村社外取締役 社外役員の選任基準は満たしている事を確認。創業者の一人として事業をゼロ

から立ち上げ成長させ、株式上場に導いた実績を有しております。事業開発分

野における経験が豊富であることに加え、組織のあるべき姿を描き、組織を活

性化させる等、組織開発分野においても深い知見を持つことから、当社の新事

業開発フェーズにおいて大いに貢献が期待できる。スキルマトリクスでは、経

営全般、事業開発、人事・組織開発に強みがあると判断した。 

 

 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

現在の体制においては、全員が、社外役員の選任基準を満たし、またそれぞれに強みを発揮し、全体として当

社が備えるべきスキルを保有していると認識しております。今後も、必要なスキルに応じて、透明性高く、社外

役員の選任を進めて参ります。 
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② 指名報酬委員会の設置 

【改善策】 

二点目は、取締役会に対する牽制を強化するために、任意の指名報酬委員会の設置を行ってまいります。構成

メンバーは、社外取締役が少なくとも過半数を占め、コーポレート・ガバナンス分野に知見をもつ、外部有識者

の参加についても検討してまいります。開催は、年間１～２回を想定し、指名報酬委員会は、取締役会に対して、

提案、提言を行う機能を有し、取締役会は、指名委員会及び報酬委員会による提案、提言を最大限尊重して意思

決定を行うことをいたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

指名報酬員会については、2023 年６月 21 日実施の取締役会において、設置いたしました。それに伴い、「指

名・報酬委員会規程」についても新設しております。構成メンバーについては、「独立社外取締役」が過半数で、

議長も「独立社外取締役」から選任することを同規程において定めており、必要に応じてコーポレート・ガバナ

ンス分野に知見をもつ外部有識者も指名・報酬委員会に参加も定めております。また、同規程において、「取締

役会は、指名・報酬委員会による提案、提言を最大限尊重して意思決定を行う」とも定めております。 

開催頻度については、年に１回以上を想定しており、最初の指名報酬委員会は 2023 年７月 31 日に実施してお

ります。その際の議題は以下になります。 

 

開催日 構成員 主な議題 

2023 年 

７月 31日 

委員長 社外取締役 

委員  代表取締役社長 

委員  社外取締役 

 

＜オブザーバー＞ 

顧問弁護士 

管理部門担当執行役員 

・取締役の選任状況について 

・社外取締役の報酬額について 

・報酬総額について 

 

また、2023 年９月 28 日の定時株主総会に向けた新役員の選定において、第二回指名報酬委員会を 2023 年８

月 24 日に開催しております。議題は以下のとおりであります。 

 

開催日 構成員 主な議題 

2023 年 

８月 24 日 

委員長 社外取締役 

委員  代表取締役社長 

委員  社外取締役 

 

＜オブザーバー＞ 

顧問弁護士 

管理部門担当執行役員 

・定時株主総会に上程する取締役候補者選任の件取締

役の選任状況について 

・新任取締役候補の報酬額について 

 

なお、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日の取締役会において、「指名・報酬

委員会規程」の改訂を行っており、「指名・報酬委員会規程」においては、「指名・報酬委員会の構成メンバーに

「独立社外取締役」が過半数で、議長も「独立社外取締役」から選任・必要に応じてコーポレート・ガバナンス

分野に知見をもつ外部有識者も指名・報酬委員会に参加」「取締役会は、指名・報酬委員会による提案、提言を

最大限尊重して意思決定を行う」旨を明文化おります。 
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【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

今後も必要に応じて、指名・報酬委員会を開催してまいります。 

 

③ 取締役会議論の活発化 

【改善策】 

三点目は、取締役会の議論の活発化を行うことであります。取締役会での決議は、ともすると、形式的な決議

になりがちでありますが、取締役会の中で、十分な情報を基に議論や牽制を行うことで、実体のある決議ができ、

結果的に取締役会の運営もより品質向上を目指せるものと考えております。具体的には、議長が、議長とは別に、

ファシリテーションのスキルを持つ司会を取締役の中から指名し、司会者が議事進行を行い、活発な議論を促し

ます。また、誰がどういう内容で発言をしたかについて、細かく取締役会議事録に記載してまいります。取締役

会議事録を見れば、誰が活発に発言をしているか、一目瞭然となりますので、自身の取締役会への参加態度を疑

われないためにも、必然的に発言も増えていくものと考えております。なお、2022 年 11月開催の取締役会より、

司会役を倉持取締役に依頼し取り組みを開始いたしました。取締役会の進行の中で、司会役に他取締役に対し発

言を促していただいたり、議論を整理していただいたりしており、取締役会の議論も活発化しております。 

 

実施時期の目安：2022 年 11 月開催分より実施済 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

取締役会の議論の活発化を行うことを目的に当社では、2022 年 11 月 14 日開催の取締役会より、ファシリテ

ーションスキルを持つ社外取締役を司会者として取締役会を進める運用としております。同取締役会において、

議長より、今後、取締役会での議論をより一層活発化させたいこと、オブザーバーとして参加をしている社員に

も積極的に発言をして欲しいこと、議長自ら議論に加わる場面も多いことと、代表取締役社長が議長をしている

と社員も発言をしづらい可能性もあること等の理由から、議事進行役として、議長とは別に司会を置きたく、会

議のファシリテーションに知見を持つ取締役に司会を任せたいと提案したところ、全員が賛成したため、基本的

にその取締役が司会を担当しております。 

また、議事録についても新議事録の運用を 2022 年 11月 14日開催の取締役会より実施しており、誰がどうい

う内容で発言をしたかについて、細かく取締役会議事録に記載としております。 

加えて、前述「b (f) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15日の取締役会において、「取締役会

規程」の改訂を行っており、「取締役会規程」においても、「取締役会に議長とは別に、司会者を指名」「取締役

会の司会者が議事進行を行い、活発な議論を促す」「取締役会の誰がどういう発言をしたかを細かく議事録に記

載」及び「取締役会は、指名・報酬委員会による提案、提言を最大限尊重して意思決定を行う」旨を追記してお

ります。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

当時、司会を務めていた取締役が、任期満了で退任し、その後の司会者の選任の必要性について、継続的に検

討しておりましたが、現時点において取締役会では、建設的で活発な議論がされていることから、当面、司会者

の選任は見送ることとし、2024 年４月２日付、取締役会において、「取締役会規程」を改訂いたしました。今後

も、司会者の選任の必要性の検討を含め、取締役会の運営の適切性について継続的に注視してまいります。 
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④ 取締役会事務局機能の強化 

【改善策】 

四点目は、決議内容に応じて、事務局側で十分な準備を行い、取締役会に臨むことであります。具体的には、

取締役会開催の１週間前に、代表取締役社長、経営管理担当執行役員（事務局）、内部監査室長、監査役で打ち

合わせを行い、当月開催の取締役会議案の確認を行います。議案の内容によって、稟議における情報が不十分で

あれば、事前に専門家への照会を行い、専門的な知見をもつ取締役、監査役に、取締役会当日までに、事前に頭

出しする等、十分な議論ができる素地をつくるようにいたします。また、事案によって、関連当事者取引、特別

利害関係者取引の必要性有無についても事前にチェックするようにいたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第３四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

当社では、決議内容において事務局側で十分な準備を行い、取締役会に臨むことを目的に「６(2) CG 委員会

の運営の見直し」に記載のとおり、CG 委員会において当月開催の取締役会議案の確認を行う運用を実施しまし

た。 

当初、取締役会の前週に CG 委員会を開催することを検討しておりましたが、現状において、定時、臨時、書

面と取締役会開催頻度が高く、加えて、CG 委員会にも参加をとなると負担が大きくなってしまうため、会議開

催自体は取締役会と同日として、その前にあらかじめ事務局より状況説明を行う形をとることとしております。 

具体的には、取締役会開催週の前週に CG 委員会に取締役会に上程するしないにかかわらず、重要な課題をとり

まとめ報告する運用をしております。取締役会において上程するしない、検討十分、不十分等の意見を収集した

上で、CG 委員会を取締役会（10 時）の前の時間（９時）に開催し、意見を集約する運用としております。取締

役会への上程に問題なければそのまま取締役会に上程することにしておりますが、検討不十分な場合には、改め

て２週間後を目途に臨時取締役会を開催するか、翌月の定時取締役会に上程を延期するという流れとしており

ます。 

発注行為において、金額が大きく取締役会決議が必要となる場合には、当社のワークフローシステムにおいて、

取締役会事務局へ回付され、付議される仕組みを導入しております。また、CG委員会への報告資料は、議案収集

のチェックリストも兼ねております。 

関連当事者取引、特別利害関係者取引の必要性有無については、2023 年９月 15 日に規程改訂を行っており、

その中で事前把握や承認フローを再度検討しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

今後も、取締役会開催１週間前の議題収集と通知、ならびに CG 委員会での取締役会議題の事前検討を行うこ

とによって、取締役会での議論がより充実するように運用してまいります。 
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(2) 監査役会の運営について 

監査役の運営の改善に当たっては、以下の３点を考えております。 

 

① 監査役の体制確認 

【改善策】 

まず、監査役会の構成員についての検討を行います。本件投資にあたっては、監査役会の役割が十分に発揮さ

れていれば、防ぐことができたかもしれません。当時の監査役は、監査役の本来の役割である取締役の監視とい

う役割を十分に果たしたとは言えず、その点において責任は免れないと考えております。現在の監査役会の中に

は、当時監査役だった者もおり、株主総会で信任をいただいたとはいえ、過去と完全に決別することを第一とす

れば、任期中ではありますが、交代を前提とすべきと考えております。具体的には、現在の監査役会メンバーの

内、本件取引発生時、監査役だった常勤監査役及び非常勤監査役１名の交代を予定しております。選任にあたっ

ては、後述の社外役員選任基準に則ることとし、常勤監査役については、上場企業での十分な監査経験がある人

物を、非常勤監査役については、コーポレート・ガバナンスや会計分野に知見を持つ人物を、信頼できる企業、

個人から紹介を受ける予定であります。監査役選任のための臨時株主総会は、2023 年６月期第４四半期中に開

催を予定しております。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

監査役については、2023 年１月より選定を開始いたしました。その中で、常勤監査役候補１名（加藤 孝子）、

非常勤監査役１名（長尾 拓真）に関して、当社監査役候補として擁立し、2023 年２月 14日開催の定時取締役

会において、監査役候補の内定、業務委託契約（加藤氏）に関する決議を行っております。その後、2023 年３月

27日に同２名との面談を実施し、適正性について問題ないことを確認しております。2023 年５月 12日の臨時株

主総会で常勤監査役 加藤 孝子と非常勤監査役 長尾 拓真が選任されました。 

なお、常勤監査役 加藤 孝子と非常勤監査役 長尾 拓真についての選任理由は以下になります。 

 

・常勤監査役 加藤 孝子 

長年に亘り経理業務の経験を重ねており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する他、当社が属するイ

ンターネットサービス業界で豊富な監査経験を有しているため 

 

・非常勤監査役 長尾 拓真 

公認会計士として財務及び会計に関する専門的な知識、豊富な経験と高い見識を有しており、当社の監査体制

の一層の強化を図るための有用な助言や提言が期待できるものと判断したため 

 

なお、両者ともに、「【改善策】」に記載の要件と一致しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

現在の、監査役会の体制は、経験豊富な常勤監査役に加え、弁護士と会計士を非常勤監査役として選任してお

り、理想的な布陣となっております。今後も現在のような体制を継続し、取締役会を適切に牽制できるよう体制

を構築してまいります。 
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② 監査役とのコミュニケーションの活発化 

【改善策】 

二点目は、監査役会と代表取締役社長とのコミュニケーションを増やすことであります。具体的には、監査役

会と代表取締役社長による、週１回の情報交換、意見交換を目的とした定例ミーティングを開催いたします。加

えて、２月より内部監査室長も定例ミーティングに参加いたします。これにより、情報をもれなく適時に共有し、

適切な牽制機能を発揮できるようにしていきたいと考えております。 

 

実施時期の目安：2023 年２月開催分より実施 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

当初、改善策では、監査役会と代表取締役社長との週１回情報共有のミーティングを開催することを想定して

おりましたが、これは、前常勤監査役が時期的な問題もありましたが、ほぼ出社することがなかったため、週に

１回程度は、情報共有の機会が必要であろうと考えていたためでした。2023 年２月に就任した常勤監査役は、

茂木前監査役とは異なり、ほぼ毎日出社し、日常的に代表取締役社長や経営管理担当執行役員ともコミュニケー

ションを図るとともに、重要会議にも参加しております。そのような状況から、加藤監査役とも相談した上で、

日々の情報共有は十分にされていることから、月に１回の監査役会の日程に合わせて、代表取締役社長や執行役

員とミーティングを行い、情報のアップデートや、意見交換、課題の共有を行う形をとっております。 

なお、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15日に実施した取締役会にて、「監査役会

規程」ならびに「内部監査規程」において、「代表取締役社長、監査役会の構成メンバー及び内部監査室長は月

１回に情報・意見交換のための定例ミーティングを開催」する旨を追記しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

常勤監査役が毎日出社することで、会社の些細な変化も見逃さない運用ができているという点では、現在の運

用に大きな問題はないと考えておりますが、監査役会とも相談しながら、今後も適宜改善に取り組んでまいりま

す。 
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③ 監査役監査の充実 

【改善策】 

三点目は、監査役監査そのものを充実させるということであります。常勤監査役については、基本的には出社

を前提として、日常的に、代表取締役社長や経営管理担当執行役員のみならず、社員ともコミュニケーションを

とるようにしたいと考えております。また、日常業務として稟議、契約書等の重要書面の査閲や社内の重要会議

への参加も行うことで、小さな変化も見逃さずに取締役に付言するようになり、実効性の高い監査役監査が実行

されると考えております。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

常勤監査役については、基本的には出社を前提として、日常的に、代表取締役社長や経営管理担当執行役員の

みならず、社員ともコミュニケーションを取る体制としております。 

監査役監査の充実に関しては、常勤監査役による稟議の査閲ができるよう、承認フローの追加をしております。

具体的には、ワークフローシステムにおいて、閲覧可能な権限を付与しコメントを入れられるようにしておりま

す。 

重要な会議体については、常勤監査役が執行役員会に毎週参加しており、その中でオブザーバーとして意見表

明等を行っております。 

なお、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、上記内容については、2023 年９月 15日に実施した

取締役会において、「監査役監査基準」に「常勤監査役は、原則的に会社への出社を前提とし、稟議書及び契約

書等の重要書面の査閲や社内重要会議への参加を日常業務として行うものとする」と明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

「特注指定継続のお知らせ」において、指定継続の理由としてご指摘いただきました、「監査役監査および内

部監査の継続的運用」につきましては、常勤監査役は、取締役会だけでなく、執行役員会等の重要会議には参加

し日常監査を行っておりますが、さらなる監査品質の向上を目指し、前述のとおり、内部監査と毎月定例ミーテ

ィングを開催し、加えて、会計監査人を交えた三様監査を四半期に 1 度を目処に開催しております。このよう

に、運用を継続し、監査品質の向上を目指しております。これらの改善を含めまして、監査役監査の充実につき

ましては、運用が定着していると考えられますが、必要に応じて適宜、改善を加えながら運用を継続してまいり

ます。 
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４ 投資に対する方針変更 

【改善策】 

運用を目的とした投資は、今後一切行なわないという方針とし、その旨を「取締役会規程」、「職務権限規程（職

務権限決裁管理表）」、「執行役員規程」に禁止事項として記載いたします。当社は、投資会社でもなく、当社に

は投資の専門家がいるわけでもありません。当社は、あくまでもコミュニティサービスを提供する事業会社であ

るという原点に立ち返り、事業投資は行って参りますが、運用を目的とした投資とは訣別し、事業の成長に向け

て邁進していく所存であります。 

 

実施時期の目安：2023 年３月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

2023年３月 15日に開催した定時取締役会において、「職務権限規程（職務権限決裁管理表）」において運用を

目的とした投資は、今後一切行なわないという方針を明記した改訂規程を決議しております。 

また、2023 年６月 21 日開催の取締役会決議において、投資に対する方針を追記した「取締役会規程」の改訂

規程を決議しております。 

なお、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日に実施した取締役会において、「執

行役員規程」ならびに「職務権限規程」において、運用を目的とした投資は今後行わないことを明記しておりま

す。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

運用を目的とした投資は一切行わない方針を貫いてまいります。 
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５ 社外役員選任基準の策定 

【改善策】 

社外取締役は、本来、独立性を保持し、職務執行を牽制し監視する立場であるべきであります。一方で、社外

取締役の招聘にあたっては、経営陣からの紹介であることも多く、その関係性によっては、手心を加える、ある

いは忖度するケースが出てくるため、その選任にあたっては、きっかけはともかくとして、適切な牽制がなされ

ることが必要だと思われます。当社では、社外役員の選定基準（案）を社内で検討した上で、外部専門家の意見

をもとに、作成いたしました。今後、2023 年第３四半期中をめどに、社外役員選任基準について取締役会決議を

得た上で、現役員と個別に面談を実施し、各人の適合状況を確認いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

社外役員の選定基準については、2023 年２月 14日開催の取締役会において、「株式会社オウケイウェイヴ 社

外役員選定基準」として決議しております。内容は以下になります。 

 

【株式会社オウケイウェイヴ 社外役員選定基準】 

株式会社オウケイウェイヴは、社外取締役及び社外監査役（以下、合わせて「社外役員」という。）の候補者

を選任する際に、社外役員に求める資質・役割・責務を明確にし、またその独立性を確保するため、社外役員の

選任基準及び独立性基準を以下のとおり定めます。 

１.社外役員の選任基準 

(1) 取締役及び取締役会あるいは監査役及び監査役会の役割や責務に対する深い理解を背景に、社外取締役に

あっては客観的立場からの経営全般の監督と助言を行うために、また、社外監査役にあっては客観的立場から

の取締役の職務執行の監査を行うために、必要な次に掲げる資質を有すること 

提供された資料や出席した会議等で得られた情報から会社や事業の状況を的確に把握する能力に優れてい 

ること 

提供された資料や出席した会議等で得られた情報から、会社や事業の課題、リスク及び問題点を見つけ 

出す能力に優れていること 

社内のしがらみにとらわれず、経営陣に対して遠慮せず、忖度なく発言、行動できること 

(2) 社外取締役にあっては、特に次に掲げる役割・責務を果たすことを意識し、積極的に行動できること 

経営の方針や戦略あるいはその改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期 

的な企業価値の向上を図る、との観点からの助言を行うこと 

経営陣の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと 

会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反を監督すること 

経営陣・支配株主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステークホルダーの意見を取締役会に 

適切に反映させること 

(3) 社外監査役にあっては、特に次に掲げる役割・責務を果たすことを意識し、積極的に行動できること 

取締役の職務の執行の監査、会計監査人の選解任や監査報酬に係る権限の行使に際して、株主に対する 

受託者責任を踏まえ、独立した客観的な立場における適切な判断を行うこと 

自らの守備範囲を過度に狭く捉えることなく、能動的・積極的に権限を行使し、取締役会においてある 

いは経営陣に対して適切に意見を述べること 

(4) 常に公正さと高い倫理観、責任感を持ち、企業倫理と法令遵守の意識に基づいた行動を徹底できること 

(5) 自らの知見を活かし、コーポレート・ガバナンスの強化、取締役会・監査役会の活性化に向けて積極的に

行動できること。 

(6) 経営、経理、財務、法律、行政、社会文化等の専門分野に関するいずれかの深い知見を有し、当該専門分

野で相応の実績を挙げていること 

２．社外役員の独立性基準 

次に掲げる事項に該当しないこと。 
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当社グループの取締役、監査役、従業員として直近 10 年以内に在籍していた者とその配偶者または２親等 

以内の親族 

直近５年以内に当社グループの主要取引先（※１）の取締役、監査役、従業員として在籍していた者 

当社株式議決権の 10％以上を有する株主（法人株主の場合はその業務執行者） 

直近５年以内において、当社グループから年間 1,000 万円以上の報酬を受けていた専門的な役務の提供者 

（※２） 

直近５年以内において、当社グループから年間 1,000 万円以上の寄付を受けていた者 

取締役の相互派遣関係にある者 

その他当社グループと重要な利害関係にある者 

（※１）当社グループ直近事業年度における連結売上高の２％以上の取引実績を持つ取引先を指します 

（※２）弁護士、公認会計士、税理士、司法書士、コンサルタント、顧問を指します 

 

 

なお、社外役員選任基準について取締役会決議を得た上で、現役員と個別に面談を実施し、各人の適合状況を

確認することについての実施状況は「３(1) ① 取締役の体制確認」を参照ください。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

今後も、社外役員の選任につきましては、社外役員の選定基準に則り、選考を進めてまいります。 
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６ 内部監査、CG委員会の実効性の担保 

内部監査は、本来独立性が担保されている必要がありますが、当初はその独立性は確保されていたものの、ソ

リューション事業売却後、内部監査室長は、管理部門担当取締役が兼務する形となり、独立性を確保することが

できず、形骸化していきました。CG委員会においては、本件投資を主導した一人である社外取締役が声をかけた

メンバーで構成され、事実上お手盛りの会であったと言えます。独立性を保持し、適切な牽制をかけられるよう

にするために、内部監査及びCG委員会において、次のような改善を行ってまいります。 

 

(1) 内部監査体制等の見直し 

【改善策】 

内部監査を独立して行えるように、内部監査室長を配置します。具体的には、当面は、執行役員制度の再運用

に伴い、設置する経営企画室長が内部監査室長を兼務いたします。経営企画室の内部監査は営業部門の執行役員

が行います。経営企画室につきましては、組織自体は設置されていましたが、担当が配置されておりませんでし

た。今般、予算策定、予実管理を主な業務として改めて配置することといたしました。また、内部監査として稼

働するリソースを確保するために、一部外部支援を活用いたします。また、専任の内部監査メンバーを社内より

選任もしくは、社外より採用し、室長１名、担当者１名の合計２名とすることを検討しております。 

内部監査の実効性を担保するために、会計監査人・監査役会・内部監査室による三様監査を四半期に１回、実

施いたします。また、稟議フローに内部監査室長が加わり、日常的に稟議内容を確認し、問題の早期発見につな

げます。それから、現在、行われている、監査役会と代表取締役社長との定例ミーティングに、参加し、情報共

有を図ります。 

 

実施時期の目安：2023 年２月より新体制 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

当社グループにおいては、「１(1) 組織体制の見直し」に記載のとおり、当社は、2023 年１月 18 日の取締役

会にて 2023 年２月 1日付で、人事発令及び組織改訂を行っております。その中で、取締役会が果たすべき経営

監視機能との分離を図ること、経営管理部長と兼務状態になっていた内部監査室長を分離し、新たに内部監査室

長を選任いたしました。また、同内部監査室長については、2023 年７月末時点で退社をしており、空白となった

同ポストにおいては、新たに経営管理部の従業員を 2023 年８月に選任することで対応しております。 

内部監査の外注については、当初内部監査として稼働するリソースを確保するために、一部外部支援を検討し

ておりましたが、組織再編を行う中で組織が５部門となり社内工数で可能と判断し、外注の活用は見送る方針と

し内製化しております。 

三様監査については、部監査の実効性を担保するために、会計監査人・監査役会・内部監査室による三様監査

を四半期に１回、実施しております。 

稟議フローについては、当社のワークフローシステムにおいて、内部監査室長に閲覧権限を与えて、日常的に

稟議内容を確認し、問題の早期発見につなげております。また、取締役会をはじめ、執行役員会議や CG 委員会

等の重要会議には参加しております。勤務時間的にリアルタイムで参加が難しい場合には、録画データを閲覧し

て議事内容を把握しております。 

なお、前述「２(6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日開催の取締役会において、「内部監

査規程」を改訂しており、「内部監査室長の日常的に稟議内容を確認し、問題の早期発見」ならびに「代表取締

役社長、監査役会の構成メンバー内部監査室長は月１回に情報・意見交換のための定例ミーティングを開催」す

る旨を明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

「特注指定継続のお知らせ」において、指定継続の理由としてご指摘いただきました、「監査役監査および内

部監査の継続的運用」につきましては、今期の内部監査につきましては、定常監査を 2023 年 12 月に実施してお

ります。（フォローアップ監査は４月予定でしたが、３月に繰上げ実施済）。また、改善状況の運用状況につきま

しては、2024 年３月を目処に実施しており、改善が継続的に行えているかどうかの確認を実施してまいります。
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これらの改善を含めまして、今後も、監査役会、会計監査人との連携をとりながら、最も現場に近い目としての

役割を担い、問題の早期発見に努めてまいります。 
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(2) CG 委員会の運営の見直し 

【改善策】 

CG 委員会については、社外取締役及び社外監査役によって構成し、すべてのステークホルダーの立場を踏ま

えて、経営の透明性、公正性を高め、コーポレート・ガバナンスの継続的な充実を図ることを目的とし、その施

策について議論してまいります。具体的には、現在、存在していない CG 委員会を規定する根拠規程を作成し、

同委員会の位置づけ、権限、審議事項等を明確化いたします。同委員会では、主に取締役会報告事項、決議事項

の内容及び、業績進捗・修正検討、事業提携・投資案件検討、ファイナンス検討、その他重要な契約締結につい

て、取締役会の開催前に、協議することとし、取締役会に付言することができるものとします。また、同委員会

の審議を実質的に機能させるため、事前に CG 委員会事務局（経営管理部が担当）より、審議事項について伝達

することとし、CG 委員会のメンバーに、弁護士及び経営管理部門（事務局としての役割も兼ねる）を加え、審議

事項に対し、意見を述べた内容を事務局が議事録として作成し、その議事録が取締役会の添付資料として送付さ

れるようにいたします。 

 

実施時期の目安：2023 年３月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

CG 委員会の運営については、2023年４月 19日の取締役会において CG委員会の設置及び運営に関する基本事

項を定めた「コーポレートガバナンス委員会規程」を制定し、2023 年４月 30 日より運用を開始しております。 

CG委員会の構成については社外取締役、社外監査役、外部専門家で構成しており、また、委員の過半数は、独立

性の基準を満たす社外役員で構成することを定めております。 

CG 委員会では「すべてのステークホルダーの立場を踏まえて、経営の透明性、公正性を高め、コーポレート・

ガバナンスの継続的な充実を図ることを目的とし、その施策について議論していくこと」を掲げております。ま

た、同委員会の審議を実質的に機能させるため、事前に CG 委員会事務局（経営管理部が担当）より、審議事項

について伝達することとし、CG委員会のメンバーに、弁護士及び経営管理部門（事務局としての役割も兼ねる）

を加え、審議事項に対し、意見を述べた内容を事務局が議事録として作成しております。なお、審議事項に対し、

意見を述べた内容を事務局が議事録として作成し、その議事録が取締役会の添付資料として送付する予定につい

ては、「３（1）④ 取締役会事務局機能の強化」に記載のとおり、CG 委員会を取締役会と同日に開催する運用に

する都合上、物理的に取締役会までの時間に作成する事が難しく、また、CG 委員会参加のメンバーが取締役会

と重複している事から、CG 委員会における議論の内容や指摘事項については取締役会において適宜、口頭にて

事務局より伝達し、その内容を取締役会議事録に記載する運用に変更しております。 

なお、上記事項については、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023年９月 15日実施の取締

役会において、「コーポレートガバナンス委員会規程」に明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

事前に取締役会の議題の絞り込みを行い、議題について CG 委員会として議論するという現在の形態は、取締

役会の運営品質を向上させております。具体的には、①議案の論点を事前に絞り込むことができるようになり、

②顧問弁護士が参加しているため、その場で法的リスク等の確認が出来ており、③CG 委員会からの意見とする

ことで、より牽制の効いた物言いができるようになっております。今後も、現状の運用を継続させながら、適宜

改善を図ってまいります。 
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７ 開示体制の充実化、リテラシーの向上 

当社は、適時開示に関して、何度も名古屋証券取引所からの指摘を受けておりました。しかし、そのご指摘に

対して適切な改善を怠ってきました。ソリューション事業売却後、開示担当が不在となり、その結果、適時開示

手続きを、管理部門担当取締役が行うという事態に陥り、脆弱性リスクはより高まりました。この原因は、開示

対応をする人員と、ノウハウ不足、適時開示の重要性に対する認識不足に尽きると考えております。そのため、

以下の改善を行い、開示体制を強化してまいります。 

 

(1) 開示人員の拡充 

【改善策】 

適時開示においては、決定事実、発生事実、決算情報によって担当を配置いたします。具体的には、決定事実

と発生事実に関する開示担当として人事総務部担当１名、決算情報に関する開示担当として経理財務部マネージ

ャー１名を配置いたします。加えて、決算開示をサポートする社外メンバー１名、それぞれの開示担当をサポー

トする人員として人事総務担当１名を配置し、経営管理部門担当執行役員と合わせて合計５名体制で適時開示の

対応を行ってまいります。なお、前述の経理財務マネージャーは、2023 年２月１日に入社し、上場企業での管理

部長経験に加えて開示経験を持つものになります。また、2023年２月１日付けで、情報取扱責任者として、経営

管理担当執行役員が就任いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年５月中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

「【改善策】」に記載のとおり、2023年２月１日より１名（経理財務マネージャー）採用しております。また、

同日に適時開示担当として経営管理担当執行役員も新たに１名就任しております。加えて、2023 年５月１日よ

り、当社で適時開示の作成を行っていた人材１名が復職しこれにより、前述の２名、人事総務部担当者、外部サ

ポートの決算開示をサポートする社外メンバー１名の計５名体制が整備されました。 

なお、2023 年９月時点においては、前述の「６ (1) 内部監査体制等の見直し」に記載のとおり、同５名のう

ち、１名が内部監査室への異動へ伴い、現状は４名体制で実施しておりますが、現状運用に支障はきたしており

ません。 

また、当社グループにおいては、これまで適時開示に関連する規程を定めていなかったことから上記事項につ

いては、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日実施の取締役会において「適時開

示規程」「適時開示マニュアル」ならびに「FDルールマニュアル」を定めることで規則・運用等を明文化してお

ります。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

開示対応につきまして、現在は４名による体制ではありますが、現状運用に支障はきたしておりませんが、求

められる開示品質の向上や当社の業容拡大によって体制拡充が必要になった場合には適宜増員を検討してまい

ります。 
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(2) 適時に抜け漏れのない開示ができる仕組み 

【改善策】 

適時開示には、発生事実、決定事実、決算情報の３つがありますが、それぞれにおいて適時に抜け漏れのない

開示ができる仕組みを整備してまいります。 

発生事実については、事象が発生した際に、その事象を即時に関係者に回付し、経営管理部門及び内部監査部

門で、内容をダブルチェックした上で、情報管理責任者が１次判断し、代表取締役社長が最終判断を行い、開示

を行います。 

決定事実については、決定される前の上程の段階で開示の必要性を、経営管理部門及び内部監査部門でダブル

チェックした上で、情報管理責任者が１次判断し、取締役会へ上程いたします。決定後速やかに決定の旨を開示

担当へ伝え開示を行います。 

決算情報については、取締役会にて決議後、速やかに開示を行います。また、毎月の取締役会での月次決算報

告の中で、業績予想に対する進捗状況を報告するようにし、必要があれば速やかに業績予想の修正開示を行いま

す。予算管理規程においてその旨を記載いたします。 

また、バスケット条項について経営管理部門及び内部監査部門にて開示要否について精査を行いますが、判断

が難しい場合には、名古屋証券取引所へ照会し、対応を協議いたします。 

合わせて、当社の情報開示に関する規則を改訂し上記ルールを徹底いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年２月中、組織改編に合わせ 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

適時開示の抜け漏れがない仕組みを形成する上で、当社では議案収集リストに、開示必要可否を追加し運用し

ております。当該リストでは、取締役会が必要な事象（決定事実）だけでなく、訴訟の提起等の重要な発生事実

についても記載するようにしており、適時開示の抜け漏れを防ぐようにしております。ただし、当該リストの収

集タイミングではカバーしきれない場合には、事象が発生した都度、開示担当者が適時開示ガイドブックを参照

し、適宜、取引所に事前に照会する等の対応をとっております。また、特別損失に関する開示基準について取締

役会資料にスライドを追加しております。議案収集リストは、CG 委員会への報告資料を流用しております。 

また、適時開示を行う際には、事前に取引所にドラフトを送付し、確認を行っております。業績予想につきま

しては、取締役会での月次決算報告の際、その進捗を確認する等も行っております。 

また、当社グループにおいては、これまで適時開示に関連する規程を定めていなかったことから上記事項につ

いては、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日実施の取締役会において「適時開

示規程」「適時開示マニュアル」ならびに「FDルールマニュアル」を定めることで規則・運用等を明文化してお

ります。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

適時開示につきましては、ルールが多岐に渡っており、開示担当者の経験に頼らざるを得ない部分もあります

が、できる限り仕組み化を進め、抜け漏れなく適時開示が行えるような体制をこれからも引き続き整えて参りま

す。 
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(3) 役員、従業員に対する研修 

【改善策】 

適時開示の重要性を再度認識するために、役員、従業員に対して研修を実施いたします。具体的に

は、金融商品取引所または印刷会社が主催する適時開示に関する研修を開示担当者は全員受講し、その内容を消

化した上で、役員及び従業員に勉強会を実施いたします。開催頻度は年１回を想定しております。勉強会実施後

は小テストを実施し、理解度を確認いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

適時開示体制に関する重要性に認識のため、当社では適時開示に関する研修を実施しております。適時開示に関

する研修については、経営管理部の担当者が 2023 年６月中に東証が主催する適時開示の e-ラーニングのセミナ

ーを各従業員が受講しております。なお、適時開示の研修の概要は以下になります。 

 

【東証セミナー①】 

セミナー名：適時開示セミナー（新任者編） 

研修内容 ：１．開示の必要性と適時開示 

２．適時開示の基礎知識（前編） 

３．ケーススタディと基本の用語（3-1、3-2含む） 

４．適時開示の基礎知識（後編） 

５．TDnet と Target 

６．開示担当者の役割と適時開示の重要性 

受講者  ：経営管理担当執行役員、経営管理部経理財務グループ マネージャー、内部監査室長 

 

【セミナー②】 

セミナー名：適時開示セミナー実務編（実務概要） 

研修内容 ：１．適時開示が求められる会社情報 

２．適時開示実務の流れ 

３．ケーススタディ（役員の異動、株主総会付議議案の決定、土地建物の譲渡、業務提携、子会社

の合併、自己株式の取得・消却、為替差損、主要株主の移動） 

 

受講者  ：経営管理担当執行役員、経営管理部経理財務グループ マネージャー、内部監査室長 

 

【セミナー③】 

セミナー名：不適正開示の未然防止  

研修内容 ：１．未然防止のポイント  

２．ケーススタディ（開示の要否に関する誤り）  

３．ケーススタディ（開示の時期に関する誤り・その他） 

 

受講者  ：経営管理担当執行役員、経営管理部経理財務グループ マネージャー、内部監査室長 
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【セミナー④】 

セミナー名：決算発表・業績予想 

研修内容 ：決算発表・業績予想の留意事項 

受講者  ：経営管理担当執行役員、経営管理部経理財務グループ マネージャー、内部監査室長 

 

【セミナー⑤】 

セミナー名：その他 

研修内容 ：１．新 TDnet における主な使用変更点（適時開示セミナー特別編） 

２．グロース市場における「事業計画及び成長可能性に関する事項」の開示例〈2022 年 10 月公表〉 

３．グロース市場における「事業計画及び成長可能性に関する事項」の開示について〈2021 年２月

公表〉 

受講者  ：経営管理担当執行役員、経営管理部経理財務グループ マネージャー、内部監査室長 

 

また、適時開示に関する勉強会については、当初は、経営管理部において役員及び従業員に自社で作成した資

料をもとに勉強会を実施予定でしたが、外部業者の e-ラーニングで当社が実施しようとした勉強会の内容と内

容が一致していたため、外部業者のツールを使用して当社役員ならびに従業員への勉強会の代替といたしまし

た。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

今後も、開示担当者は継続的に、研修やセミナー等を通じて適時開示に関するノウハウを蓄積、アップデート

し、適時開示の品質向上に努めてまいります。次回は、2024 年６月に実施予定としております。 
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８ コンプライアンス意識の継続的向上 

今回の事態を招いたのは、特に本件投資を主導した取締役らのコンプライアンス意識の欠如も原因であると考

えております。主たる事業であるソリューション事業を売却したことで、軸となる事業がなくなったことによる

焦りや、その中で業績達成へのプレッシャーによって、コンプライアンスへの意識が低下、人員減少により管理

部門担当取締役への権限を集中させて改善もせず、そして、取締役ら自らが案件を主導し、取締役会への情報を

制限し、投資金額を増やしていった結果、多額の損失を発生させることとなりました。これらは、取締役らのコ

ンプライアンス意識の欠如に他ならないと考えております。このようなことを二度と起こさないためにも、以下

のような改善を進めてまいります。 

 

(1) リスクコンプライアンス委員会の運営の見直し 

【改善策】 

リスクコンプライアンス委員会の運営についても、事実上形骸化しておりましたので、改めて運用を徹底いた

します。具体的には、議長を代表取締役社長、委員として、各担当執行役員、社外取締役、常勤監査役、内部監

査室長で構成し、月に１度をめどに開催いたします。リスク及びコンプライアンスにおける重要な問題を審議

し、その結果を取締役会に報告いたします。具体的には、リスクコンプライアンス委員会で、当社におけるリス

クをとりまとめたリスク管理表を作成し、重要度と優先度の重みづけを行い、そのリスクを事前に検知し発生を

未然に防ぐことができるよう対策を施してまいります。また、M＆A 等の投資にかかるリスク管理の具体的なリ

スク管理方法につきまして、リスクコンプライアンス委員会の中で議論した上で、委員会の開催要件、頻度、投

資基準、撤退基準、リスク分析方法、リスクモニタリング方法等について決定してまいります。リスクマネジメ

ント規程の改訂も合わせて行います。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

リスク管理委員会については、リスクコンプライアンスメンバーの確定や委員会の再開についての議論を

2023 年５月から実施し、メンバーの構成や委員会の再開について 2023 年６月 21 開催の定時取締役会において、

報告いたしました。合わせて「リスクマネジメント規程」「コンプライアンス規程」を作成し、同取締役会にお

いて決議いたしました。 

構成メンバーは、代表取締役社長、常勤監査役、各担当執行役員、内部監査室長及びその他委員長の指名した者

で構成しており、月に１回の開催を想定しております。最初の同委員会は 2023 年６月 29 日に実施いたしまし

た。社外取締役につきましては、現状の社外取締役の負担を考慮し、毎回ではなく必要に応じて参加いただくこ

とといたしました。 

リスクをとりまとめたリスク管理表の作成については第２回開催の委員会で検討を行い、重要度と優先度の重

みづけを行い、そのリスクを事前に検知し発生を未然に防ぐことができるよう対策を施してまいりました。また、

M＆A 等の投資にかかるリスク管理の具体的なリスク管理方法につきまして、リスクコンプライアンス委員会の

中で議論した上で、委員会の開催要件、頻度、投資基準、撤退基準、リスク分析方法、リスクモニタリング方法

等について概要について決定しております。また上記事項については、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載

のとおり、2023 年９月 15 日ならびに 2023年 10 月 16 日実施の取締役会において、「リスクマネジメント規程」

に明文化する改訂も合わせて行っております。 

なお、投資に関するリスクの管理方法としては、現状以下を検討しております。 
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・意思決定のプロセス 

事業投資を目的として M＆A 等による投資を行う際の意思決定プロセスとしては、投資する意義、リスクの有無、

事業計画の妥当性、企業価値算出の客観性・妥当性、コンプライアンス・内部統制の順守状況を確認した上で、

執行役員会議、CG 委員会で審議し、顧問弁護士の意見を求めた上で、取締役会で決議するものとする 

 

・投資判断・基準 

投資判断は、対象会社に対する以下のデューデリジェンス（以下、「DD」という。）を行うことにより調査及び確

認を行った上で進めるものとする。ただし、あらかじめ定めた投資基準にあてはまっていることを要する。投資

基準は、対象会社や業界によって異なるが、EBITDA 倍率や対象会社のフリーキャッシュ・フローをベースとし

た NPV に基づくものとする 

 

DD項目 チェック項目の一例 

事業 DD マネジメントチーム、外部・内部環境分析、ポジショニング、シ

ェア、マーケットサイズ、ユニットエコノミクス、事業計画妥当

性、事業シナジーの有無 

財務 DD ROI、バリュエーションの適正性、CF 創出力、粉飾チェック、簿

外債務チェック、予実チェック、財務分析 

法務 DD 重要契約書の確認、反社・反市場勢力有無、知財リスク、法令違

反、訴訟・行政処分有無 

労務 DD 組織体制、労務管理状況、人事評価制度、未払い残業有無 

 

 

・撤退基準 

撤退基準の判断は、計画 KGI 及び計画 KPIの達成度合いによるものとする。 

判断の目安は、最初の半年、１年目、２年目、３年目とチェックポイントをもうけ、３年経過後の計画未達の場

合は撤退する 

未達期間 対策 

半年 計画の見直し、戦略の見直し 

１年 計画の見直し、戦略の見直し、特別管理対象入り 

２年 計画の見直し、撤退検討開始 

３年 撤退決定 

 

・リスクの分析方法 

考慮するべきリスクとしては、以下のとおりとし、頻度と重要性に応じて重みづけを行い管理するものとする 

① 事業リスク 

② 信用リスク 

③ 財政リスク 

④ 人的リスク 

⑤ 技術的リスク 

⑥ システムリスク 

⑦ 法的リスク 

⑧ 行政リスク 

⑨ 外部リスク 

 

・リスクモニタリングの方法 

毎月の取締役会で計画 KGI 及び計画 KPI への達成度合いを確認するとともに、毎月のリスクマネジメント委

員会において、リスクの発生とその管理状況について報告し、必要に応じて取締役会でも報告するものとする。 
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【リスクマネジメント委員会開催状況】 

開催日 主な内容 

2023 年６月 29 日 (1) リスクコンプライアンス委員会の役割・目的について 

(2) リスク管理表の見直し・作成について 

2023 年７月 26 日 (1) リスク管理表の見直し・作成について 

2023 年８月 31 日 (1) リスク管理表の見直し・作成について 

(2) 投資に関するリスクの見直し・作成について 

2023 年９月 27 日 (1) リスク管理表の対応策について 

(2) 投資に関するリスクの内容決定について 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

「特注指定継続のお知らせ」において、指定継続の理由としてご指摘いただきました、「リスクコンプライア

ンス委員会での個別リスク把握と討議の徹底」につきましては、2023 年 10 月度開催分より、個別具体的なリス

クについて、議論を開始しております。また、同年 12 月度開催分より、毎月確認するべきリスクとして、反社

リスク、事業リスク、労務リスク、情報漏洩リスク等について、定期確認を行うことといたしました。今後も必

要に応じて適宜、改善を加えながら運用を継続してまいります。 

 

【リスクマネジメント委員会開催状況】 

開催日 主な内容 

2023 年 10月 26日 (1) リスク管理表の対応策について 

(2) BCP の策定、運用について 

(3) IR 等での営業への影響について 

(4) リモートワークのリスク（情報漏洩、意思疎通の不整合）について 

2023 年 11月 30日 具体的なリスクの検討について（資本業務提携の可能性） 

2023 年 12月 28日 (1) 定期確認事項 

① 残業時間について 

② 情報セキュリティ、情報漏洩有無について 

協議事項 

2024 年１月 25日 (1) 定期確認事項 

① 残業時間について 

② 情報セキュリティ、情報漏洩有無について 

③ 反社リスクについて 

④ 事業リスクについて 

(2) 協議事項 

① 上場廃止にかかるリスク 

② 資本政策上のリスク 

(3) その他 

① BCPの改訂について 

②内部統制について 
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開催日 主な内容 

2024 年２月 28日 (1) 定期確認事項 

① 残業時間について 

② 情報セキュリティ、情報漏洩有無について 

③ 反社リスクについて 

④ 事業リスクについて 

(2) 協議事項 

(3) その他 

① BCPの改訂について 

(4) 従業員の退職及び事業パートナー兼スポンサーからの要請について 

2024 年３月 28日 (4) 定期確認事項 

① 残業時間について 

② 情報セキュリティ、情報漏洩有無について 

③ 反社リスクについて 

④ 事業リスクについて 

(5) 協議事項 

(6) その他 

① BCPの改訂について 

(7) 総株主通知請求の継続について 
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(2) コンプライアンス研修の実施 

【改善策】 

現在当社では、経営陣、全従業員を対象に、定期的に、情報セキュリティに関する研修を定期的に実施してお

ります。これもコンプライアンス研修の一つと言えますが、従業員を含めた会社全体としてコンプライアンス意

識の継続的向上を目指して、インサイダー研修、社内規程研修、関連法規研修、を追加し、経営管理部が主管し、

実施してまいります。開催は年１回を想定しており、インサイダー研修につきましては、金融商品取引所等で開

催される研修内容を参考に資料を作成いたします。社内規程研修につきましては、社内規程の中でも重要なもの

例えば、職務権限規程や稟議規程を用いて、重要な箇所を読み合わせ、具体例とともに説明を実施いたします。

関連法規研修につきましては、当社の関連する法規、例えば個人情報保護法を題材として、重要な箇所を読み合

わせ、具体例とともに説明を実施いたします。研修実施後は、小テストを実施し理解度を確認いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

研修については、2023 年６月より研修コンテンツの選定、開催スケジュール、研修内容の作成に取り掛かり、

上記「【改善策】」に記載のとおり当社ではコンプライアンス意識の継続的向上を目的に下記の研修を実施してま

いりました。 

また、研修実施後は、小テストを実施し理解度を確認いたしました。 

 

開催日 研修名 内容 出席者・小テスト等 

2023年年６月よ

り各自実施 

コンプライアンス研修 外部のe-ラーニングを利用して

研修を実施。コンプライアンス

に関するケーススタディを実

施。 

28 名（社内役員、従業

員） 

2023 年６月１日から６

月 29日にかけて小テス

トを実施 

2023年年６月よ

り各自実施 

情報セキュリティ研修 外部のe-ラーニングを利用して

研修を実施。情報セキュリティ

に関するケーススタディを実

施。 

28 名（社内役員、従業

員） 

2023 年６月１日から６

月 30日にかけて小テス

トを実施 

2023年年６月よ

り各自実施 

インサイダー研修 上記「コンプライアンス研修」に

おいて内装されており、こちら

で対応しております。 

28 名（社内役員、従業

員） 

2023 年６月１日から６

月 30日にかけて小テス

トを実施 

2023年年６月よ

り各自実施 

社内規程研修 社内規程に関する概要、意義、当

社における規程の整備状況等に

関する研修を実施。社内で資料

を作成し、勉強会を実施してお

ります。 

29 名（社内役員、常勤

監査役、従業員） 

2023 年６月 20 日から６

月 29日にかけて小テス

トを実施 

2023年年６月よ

り各自実施 

関連法規研修 景品表示法に関する勉強会を実

施しております。社内で資料を

作成し、勉強会を実施しており

ます。 

29 名（社内役員、常勤

監査役、従業員） 

2023 年６月 20 日から６

月 29日にかけて小テス

トを実施 
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なお、上記事項については、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15日実施の取締

役会において改訂を行った「コンプライアンス管理規程」ならびに「内部者取引管理規程」において「経営管理

部門がインサイダー研修を主管し、年１回従業員に対して実施」する旨を明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

今後も定期的に研修を行い、コンプライアンス意識の継続的向上をめざしてまいります。 

 

(3) 内部通報制度の再運用 

【改善策】 

内部通報制度については、存在はしていたものの通報窓口を管理部門担当取締役に集約する等、事実上無効化

していましたので、改めて、社内窓口と社外窓口を設け、全従業員に対して周知いたしました。具体的には、社

内窓口は、経営管理担当執行役員といたしますが、社外窓口として、顧問社労士に委託し、社外窓口に直接通報

があった場合には、常勤監査役と社外取締役にエスカレーション先として窓口となっていただき、速やかに、社

内経営陣に情報が流れることなく、その後の対応について、監査役会メンバー、社外取締役メンバーで協議して

いただきます。また、全従業員が集まる、全社会にて、内部通報の重要性について啓蒙を実施いたしました。 

 

実施時期の目安：2023 年１月実施済 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

内部通報窓口については、2023 年１月より、社内窓口を経営管理担当執行役員、社外窓口とし、顧問社労士に

委託しました。これにより、社外窓口に直接通報があった場合には、常勤監査役と社外取締役にエスカレーショ

ン先として窓口となっていただき、速やかに、社内経営陣に情報が流れることなく、その後の対応について、監

査役会メンバー、社外取締役メンバーで協議できる体制が整備されております。 

同内容については、2023年１月 31日開催の取締役会において、報告を行っており、同日に実施した従業員向

けに月例会においても通報窓口の周知を行っております。その後は半年に１回を目途に実施する方針であり、

2023 年６月 21 日に実施した月例会においても再度通知をしております。 

上記窓口については、当社の社内コミュニケーションツールである「teams」において、社内窓口と社外窓口

の連絡先について、全社員が閲覧可能なチームを作成しており、そちらで各従業員が常時閲覧できる仕組みを作

成しております。なお、同内容については、2023 年８月 17日の全体会にて共有しております。 

なお、上記事項については、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15日実施の取締

役会において改訂を実施した「内部通報制度に関する細則」において、明文化を行っております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

その後、2023 年 12月 14日及び 2024 年４月 10 日の月例会にて、内部通報制度利用について告知を行ってお

ります。今後も、定期的に内部通報制度の利用について啓蒙を図り、利用を促進してまいります。 
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(4) 個人アカウント利用禁止の徹底 

【改善策】 

当社では、社内ルールとして、業務を行う際に、個人アカウントを用いることを禁止しております。しかし、

本件投資取引においては、管理部門担当取締役が、機密情報のやりとりを、個人メールアカウントを利用して行

っており、そのルールが守られておりませんでした。このような社内ルール遵守意識の低さがコンプライアンス

全体への意識の低さにつながる可能性があり、ルール自体をよりわかりやすく改訂した上で、全社会議で周知徹

底してまいります。また、内部監査や監査役がこれらの個人アカウントの利用がないことを定期的にチェックし

牽制をしてまいります。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

個人アカウントの利用禁止に関しては、2023 年２月 14 日の取締役会において改訂した「機密情報管理規程」

において、制定を行っております。また、同内容については同日開催の全体会において全従業員に通知しており

ます。 

また、個人アカウントの利用禁止に伴い、法人アカウント、法人 PC、法人スマホ導入を検討し、2023 年５月

31日現在で、常勤役員、従業員には法人用 PC,スマホの配布を完了しております。なお、社外役員への対応につ

いては、コスト面での状況を考慮し、現在検討中であります。 

なお、上記事項については、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15日実施の取締

役会において改訂を実施した「機密情報管理規程」において、「業務を行う際に、個人アカウントを利用するこ

とを禁止」「機密情報のやりとりの際に、個人アカウントを利用することを禁止」及び「内部監査室と監査役は

業務上個人アカウントの利用がないかを定期的にチェック」する旨を明文化しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

今後も、個人アカウントの利用を行わないよう、プライバシーに配慮しながら、定期的なチェックを行い、適切

な情報管理を進めてまいります。 
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９ 経営陣と従業員間の風通しのよい社内文化の形成 

【改善策】 

本件取引においては、前経営陣のコンプライアンス意識の低さによって、契約書のバックデートが頻発してお

りました。もし、契約締結の申請を上げるよう指示を受けた担当者がバックデートについて上席に堂々と諫言し

たり、内部監査、監査役に日頃から相談できる関係があれば、その契約の先に発生した本件投資の芽を早期に摘

むことができたかもしれません。また、本件事案においては、LP 契約締結の際や、海外預け金の送金の際、当時

の代表取締役ならびに管理部門担当取締役は、従業員に対し、本件事案について情報共有を行っておらず、契約

締結の際に、従業員を名目的に起案者にしましたが、契約の趣旨、目的の説明はせず、契約内容について精査も

させませんでしたが、もし経営陣に対して物申せる文化が浸透していたら、従業員より主旨や目的の説明を求め

ることで、その内容が明らかになり、内部監査や監査役へ伝達されることで、本件事案を未然に防ぐことができ

た可能性があります。今後は、代表取締役社長自らが、風通しのよい文化を形成していくと同時に、いわゆる耳

の痛い情報が、取締役会、監査役会に伝わる仕組みを作ってまいります。具体的には、従業員もステークホルダ

ーとして捉え、適時開示があった際には、従業員に対して、間を置かずに開示した内容について説明会を実施い

たします。また、代表取締役社長が、少なくとも半年に 1度は、全従業員と面談し、自身の評価をフィードバッ

クしてまいります。また、常勤監査役や内部監査室長も、従業員に対して日頃よりコミュニケーションをとって

もらうよう働きかけを行い、気軽に相談できる文化を形成してまいります。また、耳の痛い情報を吸い上げる仕

組みとしましては、各部門の会議体で、月に 1 度、経営陣に対する直言をあげる時間を設けて、情報を吸い上

げ、その情報が執行役員会議を経て取締役会、監査役会へ伝わる仕組みといたします。その後、そのフィードバ

ックを逆のルートを辿って声を挙げたメンバーへ伝わるような双方向の仕組みといたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

適時開示情報の従業員への定期的な伝達については、重要な適時開示の際には都度実施する運用を行っており

ます。 

また、風通しのよい文化を形成していく上で、代表取締役社長の半年に１度の面談を実施しており、初回は

2023 年６月に全従業員に対して面談を実施いたしました。 

常勤監査役による定期的な情報吸い上げの実施については、双方向での情報交換を常勤監査役より定期的に情

報発信を開始しております。 

情報を定期的に吸い上げる会議体については、執行役員会議で実施、議論する運用としております。2023 年

６月下旬に、従業員より現状に対しての意見の吸い上げを行いました。その後、執行役員でその意見について議

論し、７月の月例会で全従業員に対して、その意見に対するフィードバックを行いました。 

なお、月に１度、経営陣に対する直言をあげる時間を設けて、情報を吸い上げ、その情報が執行役員会議を経

て取締役会、監査役会へ伝える運用としておりましたが、今回の、実施結果より、吸い上げる頻度を毎月とする

と、意見吸い上げ→検討→フィードバック→改善行動→結果までのプロセスを１ヶ月で行うことは難しく、かえ

って改善が中途半端になってしまう可能性があるため、四半期から半年に１度の実施に変更いたしました。 

加えて、上記事項については、前述「２ (6) 規程等の見直し」に記載のとおり、2023 年９月 15 日実施の取

締役会において改訂を実施した「コンプライアンス管理規程」や新設を行った「適時開示規程」ならびに「適時

開示マニュアル」において、明文化を行っております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

その後、定期的な従業員からの意見の吸い上げを、2024 年１月までに実施し、同年２月に、執行役員会議で内

容について議論し、取締役会にて報告の後、月例会で全従業員へフィードバックをいたしました。今後も、積極

的に意見の吸い上げを行い、フィードバックを継続することで、風通しの良い文化形成を行って参ります。 
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10 管理部門の体制強化 

【改善策】 

ソリューション事業売却以降、経営管理部門の人員も大幅に減少し、管理部門担当取締役が、経営管理部長、

内部監査室長を兼任する状態にありました。本来、管理部門がスタッフ部門として事業部門を支えながらも、牽

制をかけることが求められており、そのために必要な人員を確保することが重要であります。そのため、管理部

門の体制を強化いたします。具体的には、２月１日付で、管理部門担当執行役員を社内より選任し、また、経理

財務マネージャー職を１名新規採用いたしました。また、元々、経営管理部長であった者を、内部監査室長に任

命し、独立した組織といたしました。これにより、２月１日からの管理部門の体制は、経営管理部門担当執行役

員：１名、人事総務マネージャー（執行役員が兼務）、経理財務マネージャー：１名、人事総務部担当１名、経

理財務部２名の体制とし、内部統制が有効に機能する組織体に改善してまいります。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中（メンバー育休復帰時期に合わせ） 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

管理部門の体制強化については、「１ (1) 組織体制の見直し」に記載のとおり、2023 年１月 18日の取締役会

にて 2023 年２月 1 日付で、人事発令及び組織改訂を行っております。今回の人事については、過去の反省を踏

まえたもので、改めて執行役員を選任し業務執行における権限と責任を持ち、取締役会が果たすべき経営監視機

能との分離を図ること、経営管理部長と兼務状態になっていた内部監査室長を分離し、独立部門とし、適切な牽

制が働く仕組みとしております。同時に組織の見直しを行い、現状の従業員数に合わせた組織とし、機動性を高

めることを目的として組織の改訂を実施いたしました。これにより、2023年２月１日からの管理部門の体制は、

経営管理担当執行役員：１名、人事総務マネージャー（執行役員が兼務）、経理財務マネージャー：１名、人事

総務部担当１名、経理財務部２名の体制とし、内部統制が有効に機能する組織体に改善されております。 

加えて、2023 年２月に経営管理部の休職者１名が復職し、さらなる管理部門の強化がされております。 

なお、2023 年９月時点においては、前述の「６ (1) 内部監査体制等の見直し」に記載のとおり、同５名のう

ち、１名が内部監査室への異動へ伴い、現状は４名体制で実施しておりますが、現状運用に支障はきたしており

ません。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

その後も４名体制に変わりはありませんが、その４名に加えて、2023 年８月に異動となった内部監査室長も、

監査業務の繁閑度合を見ながら、内部監査としての独立性に支障をきたさない業務量と業務範囲において、開示

業務の支援を行っており、体制面においては、充足していると考えております。管理部門の人員体制については、

これまでの実績により、有事の際であっても現状の体制は対応が可能であり過不足はないという認識をしており

ます。また、少数精鋭ではあるものの、組織的には安定していると考えております。一方、内部管理体制のさら

なる充実を図り、経営管理業務品質を向上させていく上では、経営管理担当執行役員への依存度が高いという点

で、将来的にはリスクとなり得るため、今後、黒字化の目処がつき次第、人員増強を図り、業務の委譲を行って

参りたいと考えております。引き続き、必要に応じて適宜、外注を含め増員を検討してまいります。 
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11 子会社管理方法、ルールの明確化 

【改善策】 

本件事案では、子会社化後の具体的な管理体制を見据えた、検討、議論が十分になされないままに OK FUND、

APR が子会社化され、両社に対する管理機能を適切に発揮できませんでした。また、APR の役員が、前代表取締

役社長及び管理部門担当取締役に限定されてしまったため、APR の牽制や情報共有に支障が生じました。そこで、

子会社の管理体制についての検討、議論を取締役会で行った上で、その内容を関係会社管理規程に落とし込み、

改訂してまいります。また、策定した取り決めとおりに管理が行われているかをチェックするために、内部監査

による子会社管理に関する監査も行ってまいります。加えて、弊社の業務執行取締役を子会社役員として派遣す

る場合には、牽制機能を持たせるためにもう 1名の役員派遣を行えるよう、子会社側と調整し、１名しか派遣で

きない場合には、業務執行取締役以外のものを当社の取締役会で選任し、役員派遣いたします。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

当社グループにおいては、現在、OKfinc LTD.（以下、「OKfinc」といいます）、OKWAVE USA, Corporation（以

下、「OKWAVE USA」といいます）、OK BLOCKCHAIN CENTRE SDN.BHD（以下、「OBC」といいます）、OK FUND の４社の

子会社を保有しております。 

子会社については、「【改善策】」に記載のとおり、当社の業務執行取締役を子会社役員として派遣する場合、

牽制を図るためもう１名を派遣することや、１名しか派遣できない場合、当社の取締役会で業務執行取締役以外

のものから派遣者を選任すること、子会社の管理体制についての取締役会での検討、議論の内容を関係会社管理

規程に落とし込み、改訂することを検討しておりましたが、今回の本件投資の原因や今後の社内管理体制の強化

等の観点から今後は当会社の事業方針として、2023 年９月 15日の取締役会において改訂した「関係会社管理規

程」において関係会社を持たない事業方針とすることを明記しております。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

OK FUND については、2022 年９月に清算を決議しております。当社としては、早期に清算手続きに入りたいと

考えておりますが、現在、当ファンドの GP である EMZ ASIA の代表とは直接連絡がとれず、代理人を通してやり

とりをしており、債権債務の認識に齟齬がある状況であります。また、ファンドがケイマン籍であるため、清算

の手続きについてもケイマン法に基づく必要があり、多大な時間とコストがかかることが見込まれるため、今後

の手続きを現在検討中であります。 

OKfinc については、すでに事業実態はなく、株式の譲渡後、清算へ向けて手続きを進めております。 

OBC については、2023 年 10 月 16 日付、「連結子会社（孫会社）の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」にてお

知らせしました通り、同年 11 月 30日付で、株式譲渡を完了しております。 

OKWAVE USA については、グリーティングカードサービスの「DAVIA」を OBC へ運営を委託して事業を行っており

ました。OBCの株式譲渡に伴い、「DAVIA」の運営継続を模索しておりましたが、売上回復の見込みが立たないこ

とから、事業の存続を断念し、2023 年 12月末でサービスの提供を終了し、株式譲渡もしくは清算へ向けた手続

きを進めております。 
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12 責任追及 

【改善策】 

当社は、本件投資を行ったことにより、多額の資金が失われ、財務状態が急速に悪化したこと、また適時開示

の規則違反や内部管理体制の不備から、名古屋証券取引所より特設注意銘柄に指定されたことに加え、本件事案

において、不当である可能性のある株価算定に基づく出資・増資及びその資金の海外送金、同時期に締結された

アドバイザリー契約等による多額の損失・費用の発生がさらに当社の状態に追い打ちをかけていること等から、

旧経営陣らに対する責任の明確化と追及を行う方針であります。 

 

2022 年 10 月 20 日付け「株主からの提訴請求について」にてお知らせしましたとおり、当社の個人株主であ

る、杉浦 元氏から、当社代表取締役宛て「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging Bull 合同会社の件）」と、

当社監査役宛て「取締役に対する訴え提起請求書（Raging Bull 合同会社の件）」を受領いたしました。これに対

し、2022 年 12 月 16 日付「株主からの提訴請求に対する対応について」にてお知らせしましたとおり、提訴請

求の対象とされている現旧役員（現旧監査役を含む）についての対応につきましては、第三者委員会の調査結果

のほか、議事録類等、元従業員からの聞き取り結果等をふまえ、専門家である弁護士にも相談した結果、提訴対

象役員に対して善管注意義務違反ないし忠実義務違反に基づく責任を問いうるものの、訴訟提起を行う場合にお

いて見込まれる多額の費用の支出の必要及びそのタイミング、ならびにゴーイングコンサーンとしての当社の経

営資源の状況等をふまえると、提訴請求の受領より 60 日以内という短い期間内に提訴をすることについてはや

むを得ず控えざるを得ないとの判断に至りました。 

なお、当社は、提訴対象役員に対する責任追及の必要性自体を否定するものではなく、訴外での損害賠償交渉

あるいは当該株主より株主代表訴訟の提起があった場合には必要に応じて速やかに当該株主（原告）側に補助参

加する等の適切な方法により、当社の被った損害の可及的な回復に努める意向であります。また、Raging Bull

合同会社（以下、「RB社」といいます）に対しては、債権者としての権利を何らかの方法で主張していくことを

検討しております。 

さらに、３回目の第三者委員会の調査報告を踏まえまして、OK FUND を通じた APR への本件増資引き受けを主

導した旧経営陣についての責任追及を検討すること、実質的な GP である EMZ ASIA ならびにその代表者、及び

APR への対応を検討いたします。また、APR から送金された海外預け金についても、当社の経営資源の状況等を

ふまえながら回収に努めてまいります。 

 

実施時期の目安：2023 年第４四半期中 

 

 

【2023 年 10月 16 日時点での改善状況】 

旧経営陣の責任の明確化と追及は以下を決定しております。 

 

① 元 代表取締役社長について 

2022 年８月に、本事案に関し、経営責任を問われ解任しております。当社は、2022 年 10 月 20 日付「株主か

らの提訴請求について」にてお知らせしましたとおり、個人株主である、杉浦 元（現 当社 代表取締役社長）

より提訴請求を受けました。その後、同年 12 月 16日付「株主からの提訴請求に対する対応について」にてお知

らせしましたとおり、提訴請求の受領より 60 日以内という期間内に提訴をすることについては、諸般の事情に

より、やむを得ず控えざるを得ないと判断いたしました。そのため、個人株主である杉浦氏が、旧経営陣によっ

て行われた、RB 社に対する運用委託が、後にポンジスキームであったことが明らかとなり、委託したすべての

資金が回収できていないことから、旧経営陣に重大な善管注意義務違反ならびに任務懈怠があったものとして、

損害額の 34億 3459 万 7500 円に支払い済までの年３分の利息を加えた金額の支払いを求め、株主代表訴訟を提

起したものであります。 
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②  元 管理部門担当取締役について 

2022年８月に、本事案に関し、経営責任を問われ解任しております。当社は、2022 年 10月 20日付「株主か

らの提訴請求について」にてお知らせしましたとおり、個人株主である、杉浦 元（現 当社 代表取締役社長）

より提訴請求を受けました。その後、同年 12 月 16日付「株主からの提訴請求に対する対応について」にてお知

らせしましたとおり、提訴請求の受領より 60 日以内という期間内に提訴をすることについては、諸般の事情に

より、やむを得ず控えざるを得ないと判断いたしました。そのため、個人株主である杉浦氏が、旧経営陣によっ

て行われた、RB 社に対する運用委託が、後にポンジスキームであったことが明らかとなり、委託したすべての

資金が回収できていないことから、旧経営陣に重大な善管注意義務違反ならびに任務懈怠があったものとして、

損害額の 34億 3459 万 7500 円に支払い済までの年３分の利息を加えた金額の支払いを求め、株主代表訴訟を提

起したものであります。 

 

③ 元 社外取締役について 

2022 年６月に、一身上の都合により辞任しております。当社は、2022 年 10 月 20 日付「株主からの提訴請求

について」にてお知らせしましたとおり、個人株主である、杉浦 元（現 当社 代表取締役社長）より提訴請

求を受けました。その後、同年 12 月 16 日付「株主からの提訴請求に対する対応について」にてお知らせしまし

たとおり、提訴請求の受領より 60 日以内という期間内に提訴をすることについては、諸般の事情により、やむ

を得ず控えざるを得ないと判断いたしました。そのため、個人株主である杉浦氏が、旧経営陣によって行われた、

RB 社に対する運用委託が、後にポンジスキームであったことが明らかとなり、委託したすべての資金が回収で

きていないことから、旧経営陣に重大な善管注意義務違反ならびに任務懈怠があったものとして、損害額の 34

億 3459 万 7500 円に支払い済までの年３分の利息を加えた金額の支払いを求め、株主代表訴訟を提起したもの

であります。 

 

④ 元 社外取締役について 

2022 年９月に、任期満了に伴い、退任しております。当社は、2022 年 10 月 20 日付「株主からの提訴請求

について」にてお知らせしましたとおり、個人株主である、杉浦 元（現 当社 代表取締役社長）より提訴請

求を受けました。その後、同年 12 月 16 日付「株主からの提訴請求に対する対応について」にてお知らせしまし

たとおり、提訴請求の受領より 60 日以内という期間内に提訴をすることについては、諸般の事情により、やむ

を得ず控えざるを得ないと判断いたしました。そのため、個人株主である杉浦氏が、旧経営陣によって行われた、

RB 社に対する運用委託が、後にポンジスキームであったことが明らかとなり、委託したすべての資金が回収で

きていないことから、旧経営陣に重大な善管注意義務違反ならびに任務懈怠があったものとして、損害額の 34

億 3459 万 7500 円に支払い済までの年３分の利息を加えた金額の支払いを求め、株主代表訴訟を提起したもの

であります。 

 

⑤ 元 常勤監査役について 

2023 年５月に、一身上の都合により辞任しております。当社は、2022 年 10月 20日、当社の個人株主であ

る、杉浦 元（現 代表取締役社長）から、当時の代表取締役宛てに「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging 

Bull 合同会社の件）」を受領しておりました。 

「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging Bull(合)の件）」では、旧 監査役計３名に対して、取締役会の決定

に基づき、一見して架空取引ないし詐欺的取引と疑わざるを得ない資金運用名目での RB 社への資金拠出を実行

した結果、真実、ポンジスキームによる極めて詐欺的かつ古典的取引であったため、RB 社へ預託した金銭が回

収不能に陥った件について、一連の不作為が監査役としての取締役に対する監査業務（会社法 381条１項）ない

し、善管注意義務（会社法 330 条及び民法 644 条）に違反すること、そして、当該任務懈怠によって前記損害を

被ったとして、総額 34 億 3459 万 7500 円の損害金及びこれに対する遅延損害金の支払いを求める責任追及の訴

えを提起いたしました。 

なお、同氏とは 2023 年６月 28 日付で合意書を締結しております。 
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⑥ 元 非常勤監査役について 

2022 年９月に、一身上の都合により辞任しております。当社は、2022 年 10月 20日、当社の個人株主であ

る、杉浦 元（現 代表取締役社長）から、当時の代表取締役宛てに「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging 

Bull 合同会社の件）」を受領しておりました。 

「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging Bull(合)の件）」では、旧 監査役計３名に対して、取締役会の決定

に基づき、一見して架空取引ないし詐欺的取引と疑わざるを得ない資金運用名目での RB 社への資金拠出を実行

した結果、真実、ポンジスキームによる極めて詐欺的かつ古典的取引であったため、RB 社へ預託した金銭が回

収不能に陥った件について、一連の不作為が監査役としての取締役に対する監査業務（会社法 381条１項）ない

し、善管注意義務（会社法 330 条及び民法 644 条）に違反すること、そして、当該任務懈怠によって前記損害を

被ったとして、総額 34 億 3459 万 7500 円の損害金及びこれに対する遅延損害金の支払いを求める責任追及の訴

えを提起いたしました。 

なお、同氏とは 2023 年２月 14 日付で合意書を締結しております。 

 

⑦ 元 非常勤監査役について 

2023 年５月に、一身上の都合により辞任しております。当社は、2022 年 10月 20日、当社の個人株主である、

杉浦 元（現 代表取締役社長）から、当時の代表取締役宛てに「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging Bull

合同会社の件）」を受領しておりました。 

「監査役に対する訴え提訴請求書（Raging Bull(合)の件）」では、旧 監査役計３名に対して、取締役会の決定

に基づき、一見して架空取引ないし詐欺的取引と疑わざるを得ない資金運用名目での RB 社への資金拠出を実行

した結果、真実、ポンジスキームによる極めて詐欺的かつ古典的取引であったため、RB 社へ預託した金銭が回

収不能に陥った件について、一連の不作為が監査役としての取締役に対する監査業務（会社法 381条１項）ない

し、善管注意義務（会社法 330 条及び民法 644 条）に違反すること、そして、当該任務懈怠によって前記損害を

被ったとして、総額 34 億 3459 万 7500 円の損害金及びこれに対する遅延損害金の支払いを求める責任追及の訴

えを提起いたしました。 

なお、同氏とは、和解に向けて双方の代理人を通じて交渉を行っております。 

 

⑧ RB社について 

RB 社については、当社は当該取引先と業務委託基本契約書を取り交わした上で個別の運用委託契約書を取り

交わし、当該各契約書における定めに従って運用委託資金を当該取引先名義の銀行預金口座に送金し運用を委託

するとともに、期日に各契約に従った運用利益の配当を受領する取引を繰り返しておりました。しかしながら、

2022 年１月以降に運用委託資金を送金したもの（運用委託資金及び運用利益の配当の支払期日 2022 年３月 31

日）について 2022 年３月 31 日までに当社に対して一切の入金がなく、当該取引先の契約違反が明らかとなりま

した。当社は当該取引先に対して強い催告を繰り返しましたが当該取引先からは誠意ある回答がなく、同年４月

18 日に当該取引先の代理人弁護士から債務整理の受任通知が届いたという経緯になります。かかる経緯に照ら

し、当社としては当該取引先に対して運用委託資金はもちろんのこと契約上定められた運用利益の配当の支払請

求権を有しており、この民事上の債権について保全手続や訴訟手続を検討し、2022 年４月 27 日に,金 2,420 万

円及びこれに対する 2021 年 10月 11日から支払い済みまでの年３％の割合による請求額を、東京地方裁判所に

提訴いたしました。 

また、RB 社の代理人弁護士から送られた受任通知書によれば、破産手続開始の申立てを行う方針であると述

べられており、また、当社のほかにも多数の投資者たる債権者を抱え、多額の損害賠償責任を負っており、債務

者が現時点で債務超過の状態にあることは明らかであることから、破産手続開始の原因があるものと考えており

ます。しかし、その後、RB社自身が破産手続開始の申立てを行う方針であったにもかかわらず、債務者に予納金

を納付する資力がなかったことからこれが取り下げられ、現時点においても、RB 社の破産手続は開始されてお

りません。他方、RB 社は何らかの事業を継続して行っている様子はなく、今後も財務体質の改善は一向に期待

できない状況であり、さらに当社では、旧 経営陣等に対する責任追及を準備する中で、各関係者より、RB社が

特定の他の債権者に対して、優先的に弁済を行っていた可能性がある旨の情報を得ており、現状のままでは、RB

社の破産財団がますます減少するおそれがあり、また、その回復も不可能となりかねない事態になっております。

そこで、破産財団の減少を一刻も早く止めるとともに、その回復を図ることで少しでも当社の債権の回収可能額
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を増やすべく、RB 社の財産状態を早急に把握するとともに、破産手続の開始に際して選任される破産管財人に

おいて否認権を行使する等、債務者の責任財産を保全すべき必要性が極めて高いと判断し、今般、RB 社に対し

て、破産手続開始の申立てを行うことといたしました。 

 

⑨ その他 

OK FUND の GPである EMZ ASIA ならびにその代表者及び APR社については、OK FUND からの資金回収を目指し

て、代理人弁護士を通じて交渉をつづけながら、株主代表訴訟で明らかになる事情も検討材料に加えて、引き続

き訴追を含め、責任追及を継続してまいります。 

 

【2023 年 10月 16 日以降の改善状況】 

引き続き責任追及を実施してまいります。 


